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【27 年度評価】項目別-22 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－１（１） 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（１） 学術研究の助成 
① 審査・評価の充実 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
8 基礎研究の充実及び研究の

推進のための環境整備 
8-1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
政策評価：文部科学省 27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（「科学技術基本計画」における「独創的で多様な基礎研究の強化」の達成に向け、当法人における科学研究費助成事業は主要な役割を果たしている。 
また、「科学技術イノベーション総合戦略 2015」において「研究者の内在的動機に基づき独創的で質の高い多様な成果を生み出す学術研究と、政策的な戦略や要請に基づく戦

略的な基礎研究のバランスを取りながら推進することに留意しながら、特に、我が国の学術研究を支える最も基礎的な競争的資金である科学研究費助成事業（中略）のさらな

る改革・強化に取り組むことが重要である」とされるとともに、「日本再興戦略改訂 2015」においても「科学研究費助成事業について、審査分野等の基本的構造の見直しを進

め、挑戦性・融合性等を強化しながら、多様で独創的な学術研究に、裾野広く一定程度腰を据えた研究資金の配分を行う」とされていることなどからも、我が国の科学技術・

学術政策や学術研究の推進に非常に重要な役割を担うものとされている。） 
難易度：「高」（科学研究費助成事業は我が国の学術研究の発展等のために必要な事業であるが、科研費の審査は、9 万件以上（前年度から約 3,000 件増）の膨大な応募研究課

題について、11 月から 3 月の 5 ヶ月間という短期間で（これは米国国立科学財団（NSF）や米国国立衛生研究所（NIH）との比較においても難易度が高いことがわかる）6,000
名以上にも及ぶ審査委員がピアレビュー（専門家による審査）により優れた研究課題を選定すること、それに加えて、平成 30 年度科研費から本格実施する総合審査方式につい

て特設分野研究の審査により試行的に実施、検討を行うこと、平成 27 年度に新たに創設された国際共同研究加速基金の審査の規程の整備、実施を行うという非常に難易度の高

い業務を実施する必要がある。） 

参照 URL 科学研究費助成事業 http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績

値） 
達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
（H26 年

度（H25
年度に審

査）） 

（H27 年

度（H26
年度に審

査）） 

（H28 年

度（H27
年度に審

査）） 

H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

科研費の新規採択

件数（当初内定件

数） 

 
24,409 25,097 25,391 25,749 

  決算額（千円） 229,827,591 228,596,124 221,152,078   

従事人員数 51 51 48   

注）決算額は支出額を記載。    
  

今野委員 

佐分委員 



【27 年度評価】項目別-23 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び外部評価委員による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己点検評価  
学術研究を支援す

る我が国唯一の資金

配分機関として、研究

者の自由な発想と研

究の多様性、長期的視

点と継続性などの学

術研究の特性を踏ま

え、競争的研究資金

（主として科学研究

費助成事業等）の審

査・配分を確実に果た

すことにより、世界レ

ベルの学術システム

の中で多様な知を創

造する研究を推進す

る。 
(1) 学術研究の助成 
① 世界レベルの多様

な知の創造に向け、人

文学、社会科学、自然

科学の各学問分野の

学術研究に対する幅

広い助成を行うこと

により、我が国の大学

等の研究基盤の充実

及び創造的で優れた

学術研究の格段の発

展に寄与する。 
また、独創的な基礎

的研究から将来の学

問及び社会の発展に

寄与する可能性を秘

める種が芽吹くのを

促し、重厚な知的蓄積

が図られるよう助成

の在り方について不

断の検討を行う。 
 

学術研究を支援す

る我が国唯一の資金

配分機関として、研究

者の自由な発想と研

究の多様性、長期的視

点と継続性などの学

術研究の特性を踏ま

え、競争的研究資金

（主として科学研究

費助成事業等）の審

査・配分を確実に実施

することにより、世界

レベルの学術システ

ムの中で多様な知を

創造する研究を推進

する。 
(1) 学術研究の助成 

学術研究に対する

幅広い助成を行うこ

とにより、独創的かつ

多様な基礎的研究を

推進し、人類の知的資

産の拡充、将来の学問

及び社会の発展に寄

与する。その際、公正

で透明性のある審

査・評価を実施すると

ともに、研究者の研究

活動が円滑に実施で

きるように業務を行

う。また、研究成果の

適切な把握に努め、社

会への還元・普及活動

を行う。 
学術研究の助成は、

科学研究費補助金事

業（以下「補助金事業」

という。）及び学術研

(1)学術研究の助成 
 学術研究が効果的に

進展するよう、学術シ

ステム研究センターの

機能を活用して、公正

で透明性の高い審査・

評価を実施するととも

に、業務の簡素化と必

要な拡充を図りつつ、

研究者の視点に立った

助成事業を実施する。 
学術研究の助成は、

科学研究費補助金事業

（以下「補助金事業」

という。）及び学術研究

助成基金事業（以下「基

金事業」という。）によ

り、科学研究費助成事

業（以下「科研費事業」

という。）として実施す

る。 
科研費事業は、文部

科学省が定める事業実

施における基本的考え

方・役割分担に基づき

業務を行う。 
平成２７年度におい

ては、特別推進研究、

新学術領域研究、基盤

研究、挑戦的萌芽研究、

若手研究、研究活動ス

タート支援、奨励研究、

特別研究促進費、研究

成果公開促進費、特別

研究員奨励費、特定奨

励費の交付業務及び平

成２８年度課題の公

募・審査業務（文部科

＜主な定量的指標＞ 
・科研費の新規採択件

数（当初内定件数） 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における

「達成すべき成果」に

向けた取組は適切か。 
 外部評価におい

て 
 審査・評価の公正

さ、透明性、信頼

性 
について質の高い

成果（内容）である

との評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 
・審査の検証に当たっ

ては、少数意見の妥当

性に係る目配りを行

うよう努める。【JSPS

部会 25 年度評価】 
 
・科研費事業の審査の

公正性については、研

究者の間でも高い評

価であるが、制度改善

に繋げる方策を検討

するためにも、より一

層の研究者の意見を

くみ取る方策の更な

 中期計画の項目（達成すべき成果を含む）について、

中期計画通りに着実に推進した。特に、以下の実績を

上げた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評定 A 評定 Ａ 
【総論】 
・科研費の審査は、9 万件以上の膨大

な応募研究課題について、11 月から

3月の約 5ヶ月という短期間で 6,000
名以上にも及ぶ審査委員がピアレビ

ュー（専門家による審査）により優

れた研究課題を選定している。 
 
なお、米国国立科学財団（NSF）で

は申請書の提出から採否の決定通知

までを 6 ヶ月以内に実施した比率は

76 パーセントとなっており、米国国

立衛生研究所（NIH）では申請書提

出からプロジェクト開始までの期間

は短くても 10 ヶ月程度を要するこ

とがグローバル学術情報センターに

より確認されている。一方、科研費

では、新規応募課題のうち、約 98 パ

ーセントの研究課題について、４月

１日に交付内定を通知し（残りは特

別推進研究などヒアリング等の実施

が必要な研究課題）、研究者が継続的

に研究を実施できるよう、迅速な審

査を実施していることは高く評価で

きる。 
 
さらに、審査結果の応募者への開示、

審査委員の任期終了後に審査委員名

の公開、審査終了後に約 38 万件にも

及ぶ審査結果の検証等を行うなど、

公正で透明性の高い仕組みとなって

いる。 
 
このように、膨大な応募研究課題を

迅速に審査する公正かつ適切な、他

に類を見ない審査制度を構築してい

る。 

＜評定に至った理由＞ 
科学研究費助成事業（以下、「科研費」

という。）の公募・審査業務においては、

昨年度と比較して応募研究課題数が増

加（H27：約 93,000 件→H28：約 96,000
件。2％増）するなか、9 万件以上の研

究課題について、約 6,000 名の審査委員

を組織し、約 5 ヶ月という短期間(書面

審査 42 日、合議審査 50 日)で採択課題

の約 98 パーセント（別途ヒアリングが

必要な課題等を除いた 100％）の審査を

完了させ、平成 28 年 4 月 1 日に交付内

定を通知するなど、困難な状況の中、審

査業務を着実に遂行し、科研費の早期配

分・早期研究開始を待望する多くの研究

者の要請に的確に応えている。このこと

は、NSF や NIH における審査業務との

比較など国際的にみても極めて迅速か

つ円滑・適切な審査業務の実施であると

認められる。 
審査にあたって、審査委員候補者デー

タベースを充実させるとともに（H28：
約 86,300 名。対前年度比 6％増）、学術

システム研究センターの機能を活用し

て前年度の審査の検証を行った上で委

員を選考しており、適切な審査委員の選

考がなされていると認められる。 
また、平成 28 年度科研費の審査より、

審査の手引きの作成に加えて、審査委員

と応募者が審査に臨むに当たっての姿

勢を示した「科学研究費助成事業（科研

費）の審査について」を審査の手引及び

審査システム画面に表示することによ

り、科研費の審査がより健全に機能する

ための改善を図るなど、審査の公正性を

更に高めるための改善策が積極的に講

じられていると認められる。 



【27 年度評価】項目別-24 
 

②  学術研究の助成

は、科学研究費補助金

事業及び学術研究助

成基金事業により行

う。すなわち科学研究

費補助金事業として

国から交付される科

学研究費補助金を研

究者に交付すること

に加えて、研究助成の

一部に要する費用に

充てるために国から

別途交付される補助

金により「学術研究助

成基金」を設け、文部

科学大臣が財務大臣

と協議して定める基

金運用方針に基づき、

学術研究助成基金事

業を実施し、研究者

に、その研究の進捗に

応じ研究費の交付を

行う。 
これらの事業につ

いては、国の事業とし

ての一体性を確保し

つつ、適正かつ効果的

に、確実に実施する。

その際、助成対象とな

る研究者の側にとっ

てわかりやすいもの

となるよう、文部科学

省で行う科学研究費

補助金事業を含め一

体的に運用する必要

があるため「科学研究

費助成事業（科研費事

業）」として実施する。 
また、文部科学省が

直接業務を行ってい

る新学術領域研究、特

究助成基金事業（以下

「基金事業」という。）

により行う。これらの

事業については、助成

対象となる研究者の

側にとって分かりや

すいものとなるよう

一体的な運用が求め

られることから、科学

研究費助成事業（以下

「科研費事業」とい

う。）として実施する。 
科研費事業は、文部

科学省が定める事業

実施における基本的

考え方・役割分担に基

づき、以下により、滞

りなく確実に実施す

る。 
特に、学術研究助成

基金事業については、

学術研究助成基金を

設け、文部科学大臣が

財務大臣と協議して

定める基金運用方針

に従って実施する。そ

の際、科学研究費補助

金事業との整合性に

配慮しつつ、基金の特

性を活かし、研究資金

の多年度にわたる柔

軟な使用を可能とす

るなど、研究計画等の

進捗状況に応じて弾

力的に運用する。 
・ 科研費事業の配分

審査、研究評価等を行

うために、学術研究に

対する高い識見を有

する者で構成する科

学研究費委員会を置

学省が公募・審査業務

を行う新学術領域研

究、特別研究促進費、

特定奨励費を除く。）を

行う。 
科学研究費委員会に

おいて、科研費事業の

平成２８年度の審査方

針等を、文部科学省科

学技術・学術審議会が

示す審査の基本的考え

方を踏まえて決定す

る。 
① 審査・評価の充実 

前年度までの経験に

基づき、学術システム

研究センター等の機能

を有効に活用しながら

制度の改善を図り、公

正な審査委員の選考、

透明性の高い審査・評

価システムの構築を行

う。 
（ⅰ） 審査業務 
・ 科学研究費委員会

を開催して、文部科学

省科学技術・学術審議

会が示す「審査の基本

的考え方」を踏まえ、

必要に応じて「科学研

究費助成事業における

審査及び評価に関する

規程」を改正する。 
また、配分審査のた

めの小委員会を開催

し、応募された研究課

題の審査を行う。 
・ 審査委員の選考に

ついて、審査委員候補

者データベースを充実

しつつ、専門的見地か

る検討が求められる

【JSPS部会 25年度評

価（全体）】 

 

・学術システム研究セ

ンター等の機能を活

用して、人員及びコス

トの増大を極力抑制

しつつ、評価機能を充

実させるための方策

を検討する。【JSPS
部会 24 年度評価／勧

告の方向性】 
 
・事業遂行に関する文

部科学省との役割分

担の見直しや審査結

果・進ちょく評価結果

に関する他機関との

情報提供を通じた事

業の効率的な遂行を

実現しているか。ま

た、文部科学省の科学

技術・学術審議会の検

討状況を踏まえ、大括

り化の検討を含め、効

果的、効率的な研究助

成を実施する観点か

ら研究種目を継続的

に見直しているか。

【事務・事業の見直し

／勧告の方向性／

JSPS 部会 2 期評価】 

 
 
 
 
 
 
【審査・評価の充実】 
■ 審査業務 
 
（審査業務） 
・10 月 6 日に科学研究費委員会を開催し、文部科学

省科学技術・学術審議会が示す「独立行政法人日本学

術振興会が行う科学研究費助成事業の審査の基本的

考え方」を踏まえ、「科学研究費助成事業における審

査及び評価に関する規程」を改正した。また、配分審

査のための小委員会を延べ 112 回開催し、応募された

研究課題の審査を行った。 
 
・平成 28 年度の新規応募研究課題（基盤研究（A・B・

C）、挑戦的萌芽研究、若手研究（A・B）、奨励研究及

び研究成果公開促進費〔研究成果公開発表、学術図書、

データベース〕）約 96,000 件と平成 27 年度の国際共

同研究加速基金（帰国発展研究）の新規応募研究課題

45 件について、平成 27 年 11 月の応募締切後、平成 2
7 年 12 月上旬から平成 28 年 3 月中旬にかけて書面審

査（審査委員約 5,700 名）及び合議審査（審査委員約

770 名）の二段階によるピアレビューを実施し、約 2
6,000 件の採択を行った。なお、前年度から応募研究

課題が約 3,000 件増加する中においても、後述する特

設分野研究の審査と並行して行っているにもかかわ

らず、4 月当初から研究を開始することが可能となる

よう審査を行い、前年どおり平成 28 年 4 月 1 日に交

付内定通知を発出した。また、国際共同研究加速基金

（帰国発展研究）については平成 28 年 3 月 24 日に交

付内定通知を発出した。 
 
・合議審査において、書面審査の結果を大幅に覆す場

合には、審査グループから理由書を徴し、その判断が

妥当なものであるかを小委員会全体で議論の上、採否

を決定することとし、より公平で公正な審査の体制を

整えた。 

 
なお、近年応募研究課題数が増加（平

成 28 年度の科研費は平成 27 年度に

比べ約 3,000 件増加）しているが、

例年どおりに審査を実施している。 
 
平成 27 年度に創設された国際共同

研究加速基金のうち「国際共同研究

強化」について、新たに立ち上げた

国際科学研究費委員会において審査

要項を決定し、迅速に規程等を整備

し円滑に審査を実施していることは

高く評価できる。 
 
さらに、このような状況下において

も、審査・評価、それぞれについて

不断の見直し等を行っている。 
 
審査では、例えば、平成 28 年度科研

費の審査より、審査委員と応募者が

審査に臨むに当たっての姿勢を示し

た「科学研究費助成事業（科研費）

の審査について」を手引及び審査シ

ステム画面に表示することにより、

ピアレビューによる科研費の審査が

より健全に機能するよう改善を図る

など、より公平で公正な審査の体制

を積極的に整えている。 
 
また、評価業務についても、「研究成

果公開促進費（国際情報発信強化）」

についても、平成 27 年度から中間評

価を新たに導入し、ヒアリング等に

よる評価を実施している。 
 
以上のとおり、科研費の審査・評価

は、膨大な応募研究課題（応募件数

も対前年度約 3,000 件増加）を公正

に審査し迅速に行いつつ、新たな審

査方式の試行を並行して行うとい

う、難易度の高い業務を実施しつつ、

さらには、審査結果の総括を行い、ホ

ームページ上で公開することにより透

明性を確保したほか、延べ約 38 万件に

も及ぶ審査内容の検証（H27.4～5）を

122 名の研究員で行い、その結果に基づ

いて有意義な審査意見を付した審査委

員の表彰（H27.11）や、審査委員への検

証結果の通知を行うなど、次年度以降の

審査委員の質の向上にも積極的に取り

組んでいると認められる。 
加えて、平成 27 年度に創設された「国

際共同研究加速基金」のうち「国際共同

研究強化」の適切な審査のため、科学研

究費委員会とは別に国際科学研究費委

員会を設置するとともに、「国際共同研

究加速基金（国際共同研究強化）審査要

領」を作成し、HP 上で公表した。また、

「基盤研究（B・C）特設分野研究」に

おいて、書面審査と合議審査を同じ審査

委員が実施し、書面審査における審査意

見の相互確認を充実・深化させ議論内容

の更なる高度化を図り採択課題を決定

する審査方式を試行するなど、審査の質

の向上を目指す現下の科研費改革に沿

った先導的取組を進めている。 
審査の際には、e-rad を活用し、他の

研究費への応募・採択状況を確認するこ

とに加え、科研費の審査結果を 4 月下旬

に他の配分機関に提供するなど、研究費

の不合理な重複や過度な集中を排除す

るための取組が積極的に行われている

と認められる。 
評価業務については、中期計画におい

て大型の研究課題に関する追跡調査等

を行うこととされているところ、「特別

推進研究」、「基盤研究(S)」及び「若手研

究(S)」について研究進捗評価及び研究成

果の検証を実施し、その結果を科学研究

費助成事業データベース「ＫＡＫＥＮ」

やホームページ上で広く公開するとと

もに、JST に情報提供している。 



【27 年度評価】項目別-25 
 

別研究促進費及び研

究成果公開促進費に

ついては、業務の効率

化、利便性の向上を図

る観点から、振興会へ

の一元化を進める。 
学術研究助成基金

事業について、独立行

政法人日本学術振興

会法（平成十四年十二

月十三日法律第百五

十九号）第 18 条第１

項の文部科学大臣が

財務大臣と協議して

定めるものは、基金運

用方針に定める研究

事業とする。 
なお、学術研究助成

基金の運用開始後 5
年以内に、同基金の執

行状況及び成果等に

ついて検討を加え、そ

の結果に基づいて必

要な見直しを行う。 
 

く。 
・ 科研費事業の交付

等の手続きに関する

業務は、文部科学省が

定めた規程、通知に従

って行う。 
・ 科学研究費委員会

において、科研費事業

の毎年度の審査方針

等を、文部科学省科学

技術・学術審議会が示

す審査の基本的考え

方を踏まえて決定す

る。 
・ 文部科学省が直接

業務を行っている新

学術領域研究、特別研

究促進費及び研究成

果公開促進費の振興

会への一元化の進展

に応じ、体制の整備を

図る。 
① 審査・評価の充実 

学術システム研究

センター等の機能を

活用し、研究者ニーズ

及び諸外国の状況等

を踏まえて、公正な審

査委員の選考、透明性

の高い審査・評価シス

テムの構築を行う。 
(i) 審査業務 

科学研究費委員会

を年３回程度開催す

るとともに、配分審査

のための小委員会を

必要に応じて開催す

る。 
審査の手引の作成や

審査の検証等を通じ、

審査の質的充実を図

ら、より適切な審査委

員を選考するため、学

術システム研究センタ

ーの研究員の幅広い参

画を得て実施する。 
・ 審査の手引の作成

や審査の検証を行うと

ともに、審査結果を総

括する。 
・ 研究費の不合理な

重複及び過度の集中を

排除するため、合議審

査において、研究計画

調書に記載された他の

研究費への応募・採択

状況を確認するととも

に、府省共通研究開発

管理システム（e-Rad）
を活用する。 

・ e-Rad を通じ、

審査結果を他の競争的

資金の配分機関に対し

て迅速に提供する。 

 
 
・基盤研究（B・C）（特設分野研究）（平成 27 年度 
応募 1,086 件、採択件数 155 件）において、書面審

査と合議審査を同じ審査委員が実施する審査方式の

試行的取組を進めた。 
 
・平成 27 年度に創設された国際共同研究加速基金の

うち「国際共同研究強化」については、新たに国際科

学研究費委員会を立ち上げ、文部科学省科学技術・学

術審議会が示す「独立行政法人日本学術振興会が行う

科学研究費助成事業の審査の基本的考え方」を踏ま

え、当該委員会において 9 月 25 日に「科学研究費助

成事業「国際共同研究加速基金（国際共同研究強化）」

審査要項」を決定後、9 月 25 日に即日公表し、平成 2
7 年度の新規応募研究課題 1,089 件について、平成 2
7 年 10 月下旬から平成 28 年 1 月中旬にかけて同じ審

査委員による書面審査及び合議審査（審査委員約 100
名。小委員会に設定した審査グループを 13 回開催）

を実施し、358 件の採択を行い、平成 28 年 1 月 29 日

に交付内定通知を発出した。 
 
（審査委員の選考） 
・審査委員の選考に当たっては、学術システム研究セ

ンター研究員が審査委員候補者データベース（平成 2
7 年度において約 5,200 名の新規登録者を加えること

により登録者数を約 86,300 名に充実）を活用し、専

門的見地から適切な審査委員を選考した。具体的に

は、学術システム研究センターの研究員によって、審

査に問題があった審査委員の特定や有意義な審査コ

メントを付した審査委員の選考を行うなど前年度の

審査を検証（※）した上で選考した。 
※平成２７年度科研費の審査の検証 
 実施時期：平成 27 年 4 月～5 月 
 実施件数：約３８万件 
 
（審査の手引の作成及び審査の検証） 
・審査を担当する審査委員の公平かつ公正な審査に資

するため、審査の手引を作成した。平成 28 年度科研

費の審査より、審査委員と応募者が審査に臨むに当た

っての姿勢を示した「科学研究費助成事業（科研費）

不断の見直しをしており、高く評価

できると考える。 
 
 
【各業務に対する個別の評価】 
 
・応募課題本来の目的をくみ取れる

ような審査方式等へのより一層の改

善として、若手研究（Ｂ）の複数細

目課題の合議審査において小委員会

全体の合議に比重を置く方式とする

など、「科学研究費助成事業における

審査及び評価に関する規程」の改正

がなされている。 
 
・配分審査のための小委員会を 112
回開催し、前年度から応募研究課題

が約 3,000 件増加している中でも着

実に実施し、前年度どおりのスケジ

ュールで交付内定通知を発出してい

る。 
 
・平成 28 年度科研費の審査より、審

査委員と応募者が審査に臨むに当た

っての姿勢を示した「科学研究費助

成事業（科研費）の審査について」

を手引及び審査システム画面に表示

することにより、ピアレビューによ

る科研費の審査がより健全に機能す

るよう改善を図るなど、より公平で

公正な審査の体制を積極的に整えて

いる。 
 
・審査委員候補者データベースの新

規登録者数を着実に充実するととも

に（登録者総数を 86,300 名（対前年

度 6.5%増））、前年度の審査を検証し

た上で、学術システム研究センター

研究員の参画を得て、適切な審査委

員を選考している。 
 

また、科学技術・学術審議会の示した

「独立行政法人日本学術振興会が行う

科学研究費助成事業の審査の基本的考

え方」を踏まえ、「科学研究費助成事業

における審査及び評価に関する規程」を

改正するなど、文部科学省との適切な連

携の下、科研費の審査・評価に取り組ん

でいると認められる。 
以上、本項目は、困難な状況における

業務遂行の品質、公正性を高めるための

意欲的改善取組、審査の更なる高度化に

向けた先導的取組の状況などを勘案し、

中期計画における所期の目標を上回る

成果が得られていると認められるため、

評定を A とする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
  
 
＜その他事項＞ 
 



【27 年度評価】項目別-26 
 

るとともに、毎年度、

審査結果を総括する。 
の審査について」を手引及び審査システム画面に表示

することにより、ピアレビューによる科研費の審査が

より健全に機能するよう改善を図った。 
・学術システム研究センターにおいて行った審査の検

証（※）の結果に基づき、第二段審査（合議審査）に

とって有意義な審査意見を付した第一段審査（書面審

査）の審査委員（189 名）を選考し 11 月に表彰する

とともに、検証の結果の内容（利害関係にあると思わ

れる研究者の研究課題を審査していたケースや、具体

性がなく定型的、あるいは未記入（19 名）であるな

ど、総合評点を付した理由が分かりにくい審査意見の

記載も見受けられた旨）をすべての第一段審査委員に

対して通知し、該当者には次年度以降の審査の改善を

求めた。 
 また、審査に当たって第一段審査結果の評点が割れ

ている研究課題については、第二段審査において慎重

に審議するよう審査委員に依頼するなど、公正な審査

が行われるよう努めている。さらに、学術システム研

究センターで行う審査の検証時においても、同一の研

究課題の審査を行っている他の審査委員と大きく異

なる評価をしているケースなどについて、評点の適切

性についても検証しており、少数意見の妥当性に係る

目配りを行っている。 
なお、6 月及び 10 月に開催された科学研究費委員

会において平成 27 年度科研費の審査結果の総括を行

い、文部科学省の審議会においても報告した後、ホー

ムページで公表した。また、審査委員名簿についても、

審査終了後にホームページ上で公表し、透明性の高い

審査システムの構築を図った。 
 

●「審査に係る総括」 
 http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/03_sh
insa/data/h27/h27_shinsa_soukatsu.pdf 
 
●審査委員名簿 
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/14_kouho/meib
o.html 
 
（研究費の不合理な重複及び過度の集中を排除する

ための取組） 
・研究費の不合理な重複及び過度の集中を排除するた

・前年度の審査の検証を実施し、有

意義な審査意見を付した書面審査委

員の選考・表彰を行っている。また、

検証の結果見られた傾向を書面審査

委員に対して通知することは審査の

質や公正性の向上に役立っている。 
 
・6 月及び 10 月に開催された科学研

究費委員会において、平成 27 年度科

研費の審査結果の総括を計画通り行

っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・研究費の不合理な重複及び過度の

集中を排除するために、研究計画調

書に記載された他の研究費への応
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め、合議審査において、研究計画調書に記載された他

の研究費への応募・採択状況を審査委員が確認すると

ともに、審査委員からの要請に基づき、e-Rad を活用

し、応募している研究者の他の研究費への応募・採択

状況について審査委員に情報提供を行った。 
・科研費の審査結果について、4 月下旬に e-Rad に入

力した。これにより審査結果を他の競争的資金の配分

機関に対して迅速に提供した。 

募・採択状況を確認するとともに、

更に e-Rad を活用し、研究者の応

募・採択状況について確認を行って

いる。 
 
また、e-Rad を通じて、科研費の審

査結果を他の競争的資金の配分機関

に対して迅速に提供している。 
 

 ③ 審査・評価につい

ては、それぞれの研究

種目に応じて、長期的

観点や国際的な観点

も考慮して適切に行

う。研究経験を有する

者をプログラム管理

者として配置し、その

知見を活用しながら、

審査・評価の改善策の

検討、審査委員の公正

な選考、研究者への情

報提供等を行う。 
応募書類の受理か

ら採否決定までの審

査は迅速に行い、早期

交付に努めることと

し、府省共通研究開発

管理システムを活用

し、審査結果を他の競

争的資金の配分機関

に対し迅速に提供す

る。また、評価結果に

ついては、国民に分か

りやすい形で公表す

るとともに、学術研究

に関する理解増進活

動を行う。 
また、評価における客

観性の一層の向上を

図る観点から、評価業

務の効率化を図り、人

(ii) 評価業務 
評価については、人員

及びコストの増大を

極力抑制しつつ、それ

ぞれの研究種目に応

じて行うとともに、評

価機能を充実させる

ための方策を検討、実

施する。大型の研究課

題については、追跡調

査等により成果把握

に取り組む。その際、

適切な評価体制の整

備を図るとともに、そ

の結果については、ホ

ームページにおいて

広く公開する。 

(ii)評価業務 
・ 研究進捗評価の実

施 
特別推進研究、基盤研

究（Ｓ）及び若手研究

（Ｓ）について、当該

研究課題の研究の進捗

状況を把握し、当該研

究の今後の発展に資す

るため、現地調査・ヒ

アリング・書面・合議

により研究進捗評価及

び研究成果の検証を行

う。また、その評価結

果については、ホーム

ページにおいて広く公

開するとともに、JST
に情報を提供する。 
・ 追跡評価の実施  
特別推進研究につい

て、研究終了後一定期

間経た後に、その研究

成果から生み出された

効果・効用や波及効果

を検証するため、書

面・合議により追跡評

価を行う。また、その

評価結果については、

ホームページにおいて

広く公開するととも

に、JST に情報を提供

する。 

 
 

■ 評価業務 
（研究進捗評価の実施） 
・科学研究費委員会において、「特別推進研究」、「基

盤研究（S）」及び、「若手研究（S）」については、こ

れまでの研究成果、研究組織の適切性、研究費の使用、

研究目的の達成見込みといった当該研究課題の研究

の進捗状況を把握し、当該研究の今後の発展に資する

ため、現地調査・ヒアリング・書面・合議による研究

進捗評価（118 件）、及び研究成果の検証（100 件）を

行った。 
なお、研究進捗評価及び研究成果の検証結果について

は、平成 28 年 1 月 15 日にホームページに広く公開す

るとともに、他の競争的資金の配分機関（JST）に情

報を提供した。加えて、研究進捗評価結果を平成 28
年度科研費の配分審査に活用した。 
 
 
 
（追跡評価の実施） 
・特別推進研究について、科学研究費委員会において、

研究終了後5年間経た後にその研究成果から生み出さ

れた効果・効用や波及効果を検証するため、書面・合

議により追跡評価（18 件）を行った。また、追跡評

価の結果については、平成 28 年 1 月 15 日にホームペ

ージに広く公開するとともに、他の競争的資金の配分

機関（JST）に提供した。 
●研究進捗評価・追跡評価の実施状況 
部会名 研究種

目 
研究進捗評

価・追跡評価

の別の内容 

委員会

開催実

績 

実施

課題

数 
審査・

評価第

特別推

進研究 
研究進捗評価

（現地調査） 
H27年 6
～9 月 15 件 

研究進捗評価 H27年 8 18 件 

＜根拠＞ 
・「特別推進研究」、「基盤研究（S）」
及び、「若手研究（S）」、の研究進捗

評価及び研究成果の検証は適切に実

施されている。評価結果については

他の競争的資金配分機関（JST）に

提供するとともにホームページにお

いて広く公開されており、また、評

価を受けた研究者がその後に科研費

へ応募する際の配分審査においても

活用されている。 
 
 
 
 
・「特別推進研究」の追跡評価につい

ても、適切に実施されるとともに、

評価結果についても他の競争的資金

配分機関（JST）に提供するととも

にホームページにおいて広く公開さ

れている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



【27 年度評価】項目別-28 
 

員及びコストの増大

を極力抑制しつつ、評

価機能を充実させる

ための具体的方策を

検討し、実施する。 

・ 研究成果公開促進

費（国際情報発信強化）

の中間評価の実施  
研究成果公開促進費

（国際情報発信強化）

の継続事業課題に係る

中間評価を行う。 
・ 評価方策の検討 

学術システム研究セ

ンター等の機能を活用

して、人員及びコスト

の増大を極力抑制しつ

つ、評価機能を充実さ

せるための方策を検討

する。 

一部会 ～9 月 
研究進捗評価

（検証） 
H27年 8
～9 月 13 件 

追跡評価 H27年 8
～9 月 15 件 

審査・

評価第

二部会 

基盤研

究（S） 
研究進捗評価 H27年 8

～9 月 85 件 

研究進捗評価

（検証） 
H27年 7
～9 月 84 件 

若手研

究（S） 
研究進捗評価

（検証） 
H27年 7
～9 月 3 件 

計 233 件 
・特別推進研究 
http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/25_tokusui/hyouk
a_27.html 
 
 
・基盤研究（S） 
http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/12_kiban/cg_hyouk
a27.html 
・若手研究（S） 
http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/23_startup_s/hyou
ka27/shinchoku_hyouka27.html 
 
（中間評価の実施） 
・研究成果公開促進費（国際情報発信強化）のうち、

5 年間の内約を行った継続事業課題について、3 年目

の課題について、平成 27 年度より新たに中間評価を

導入しヒアリング等による評価を実施した。 
 
（評価方策の検討） 
・科研費制度については、学術システム研究センター

の機能を活用し、月に 1 回開催される科研費ワーキン

ググループ等において評価制度に対する審査委員か

らの意見などを踏まえて次年度の評価方策を検討し

ている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・「研究成果公開促進費（国際情報発

信強化）」についても、平成 27 年度

より新たに中間評価を導入しヒアリ

ング等による評価を実施した。 
 
 
・評価機能を充実させるために研究

種目によって異なる審査方法や書面

審査と合議審査を同一の審査委員が

実施する審査方式についても試行し

ている。 

 
４．その他参考情報 
特になし 

 
  



【27 年度評価】項目別-29 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－１（２） 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（１）学術研究の助成 
② 助成業務の円滑な実施 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施策 8 基礎研究の充実及び研究の推進の

ための環境整備 
8-1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
政策評価：文部科学省 27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 
 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（「科学技術基本計画」における「独創的で多様な基礎研究の強化」の達成に向け、当法人における科学研究費助成事業は主要な役割を果たしている。また、「科

学技術イノベーション総合戦略 2015」において「研究者の内在的動機に基づき独創的で質の高い多様な成果を生み出す学術研究と、政策的な戦略や要請に基づく戦略的な基

礎研究のバランスを取りながら推進することに留意しながら、特に、我が国の学術研究を支える最も基礎的な競争的資金である科学研究費助成事業（中略）のさらなる改革・

強化に取り組むことが重要である」とされるとともに、「日本再興戦略改訂 2015」においても「科学研究費助成事業について、審査分野等の基本的構造の見直しを進め、挑戦

性・融合性等を強化しながら、多様で独創的な学術研究に、裾野広く一定程度腰を据えた研究資金の配分を行う」とされていることなどからも、我が国の科学技術・学術政策

や学術研究の推進に非常に重要な役割を担うものとされている。 
難易度：「高」約 8 万件に及ぶ交付業務を行いつつ、それに加えて、平成 27 年度に創設された国際共同研究加速基金の交付においても研究者にとって柔軟な運用ができるよう

配慮した新たな仕組みの構築及び円滑な交付の実施を行う、という非常に難易度の高い業務に従事している。） 
参考 URL 科学研究費補助金事業 http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

大学等の研究機関等

への事業説明会開催

数 

前年同以上 65 回 74 回 71 回 61 回   

決算額（千円） 229,827,591 228,596,124 221,152,078 

  

「科学研究費助成事

業における研究費の

使いやすさ」に関す

る調査結果（指数） 

前年同以上 4.9 5.2 5.3 5.4   

「研究費の基金化は

研究開発を効果的・効

率的に実施するのに

役立っているか」とい

う質問に対する調査

結果（指数） 
 

前年同以上 7.2 7.3 7.3 7.4   

従事人員数 51 51 48 

  

注）決算額は支出額を記載。     

※出典：「科学技術の状況に係る総合的意識調査」（定点調査）（文部科学省科学技術・学術政

策研究所） 
指数は、大学に所属する研究者に対し、科研費の使いやすさについて 6 段階評価で質問し、

それを 0.0～10.0 に指数化したもの。4.5 以上で「ほぼ問題はない」とされる。なお、当該

調査が開始された平成 23 年度以降、最も指数のプラス変化が大きい項目である。 

※出典：「科学技術の状況に係る総合的意識調査」（定点調査）（文部科学省科学技術・学術政

策研究所） 
指数は、大学に所属する研究者に対し、科研費の使いやすさ等について 6 段階評価で質問

し、それを 0.0～10.0 に指数化したもの。5.5 以上で「状況に問題はない」とされる。なお、

当該調査が開始された平成 23 年度以降、常に一番指数が高い値の項目である。 

佐分委員 

今野委員 



【27 年度評価】項目別-30 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び外部評価委員による評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己点検評価 
主務大臣による評価 

    業務実績 自己点検評価 

＜Ⅰ―２－１（１）と

共通＞ 

省略 

② 助成業務の円滑な

実施 

  

 

 

(i) 募集業務（公募） 

公募に関する情報

については、科研費事

業に関するホームペ

ージにより公表する

とともに、研究計画調

書の様式などの情報

を研究者等が迅速に

入手できるようにす

る。 

応募受付前に研究者

等が審査方針等の内

容を確認できるよう、

科学研究費委員会に

おいて審査方針等を

決定し、10 月上旬ま

でに公表する。 

 

 

 

 

(ii) 交付業務 

補助金事業及び基

金事業の特性に配慮

しつつ、科研費が有効

に活用されるよう早

期交付に努める。特

に、次の期限を明確に

定めることにより、迅

速かつ確実に行う。 

・採否に関する通知

は、4 月上旬までに行

う。 

② 助成業務の円滑な

実施 

 

 

 

 (i) 募集業務（公募） 

公募に関する情報

について、科研費事業

のホームページによ

り公表し、研究計画調

書の様式などを研究

者等が迅速に入手で

きるようにする（外国

人研究者の利便性向

上を図るための英語

版の公募要領等の作

成を含む）。 

また、応募受付前に

研究者等が審査方針

等の内容を確認でき

るよう、科学研究費委

員会において審査方

針等を決定後、速やか

に公表する。 

 

 

(ii) 交付業務 

科学研究費委員会

の審査結果及び文部

科学省からの通知に

基づき、平成２７年度

課題に係る交付業務

を迅速に行う。また、

平成２６年度に補助

事業期間が終了する

課題に係る実績報告

書の提出を受けて額

の確定を行う。平成２

＜主な定量的指標＞ 

・大学等の研究機関等

への事業説明会開催数 

・科研費の使いやすさ

に関する調査結果（指

数） 

・「研究費の基金化は研

究開発を効果的・効率

的に実施するのに役立

っているか」という質

問に対する調査結果

（指数） 

（※出典：「科学技術の

状況に係る総合的意識

調査」（定点調査）） 

 

＜その他の指標＞ 

・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 

 

・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 

 外部評価において 

 募集業務・交付業

務の円滑な実施 

について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 

 

＜評価の視点＞ 

 

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）につい

て、中期計画通りに着実に推進した。特に、以下の

実績を上げた。 

 

【助成業務の円滑な実施】 

■ 募集業務（公募） 

・平成 28 年度公募に関する情報について、9 月作成

の日本語版の公募要領等に加え、英語版の公募要領

等も同時に作成し、併せてホームページで公表する

ことにより、研究計画調書の様式などの情報を研究

者等が迅速に入手できるようにした。 

 

 

 

・11 月上旬の基盤研究等の応募受付期限前に研究者

等が審査方針等の内容を確認できるよう10月6日に

科学研究費委員会において審査方針等を決定後、10

月 13 日に速やかに公表した。 

 

 

 

 

■ 交付業務 

・平成 27 年度科学研究費助成事業について、科学研

究費委員会等の審査結果及び文部科学省からの通知

に基づき、下記の研究種目の交付業務を迅速に行っ

た。 

特別推進研究、新学術領域研究、基盤研究、挑

戦的萌芽研究、若手研究、研究活動スタート支

援、奨励研究、研究成果公開促進費（研究成果

公開発表、国際情報発信強化、学術定期刊行物、

学術図書、データベース）、特別研究員奨励費、

特別研究促進費、特定奨励費、国際共同研究加

速基金（国際共同研究強化・国際活動支援班） 

 

 

 

 

評定 A 評定 Ａ 

＜根拠＞ 

【総論】 

・科学研究費助成事業は、継続課題

を含め、約 8 万件を支援しており、

これまでも、平成 23 年度から一部種

目に基金化を導入したほか、平成 24

年度には複数の科研費による共同利

用設備の購入も可能とするなど、常

に他の競争的資金制度に先がけて制

度改善を行い、多くの研究活動の活

性化や研究費の効率化、研究者の負

担軽減を図ってきた。 

 

その結果として、科学技術・学術政

策研究所の調査において、「科研費の

使いやすさ」が、調査が開始された

平成 23 年度以降、最も指数のプラス

変化が大きい項目となり、また、「研

究費の基金化」が、調査が開始され

た平成 23 年度以降、常に群を抜いて

一番指数が高い値の項目となってい

る。このような評価はこれまでの科

研費制度が競争的資金として弾力的

な運用を行っている証左であると言

える。 

 

以上のとおり、科研費は、現時点に

おいても、学術研究の特性を踏まえ

た、非常に効率的・効果的な助成制

度となっているが、学術研究の更な

る発展を図るべく不断の見直しを行

っており、高く評価できると考える。 

 

 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

科研費の募集事業においては、公募要

領等（英語版を含む。）をホームページ上

で公開することにより、研究者等が迅速

に情報を入手することを可能とするとと

もに、外国人研究者等の利便性を高める

取組も引き続き実施している。 

また、科学研究費委員会において決定

した審査方針等を、10 月 13 日にはホー

ムページ上で公表するなど、応募受付期

限（11 月上旬）までに、研究者等が審

査方針等を確認できるように取り組んで

いる。 

交付業務においては、中期計画におい

て 4 月上旬までに採否に関する通知を行

うこととされているところ、ヒアリング

の実施が必要な研究課題等を除いた、採

択課題の約 98 パーセントについて平成

27 年4 月1 日に交付内定を通知するな

ど、募集業務・交付業務の円滑な実施が

認められる。 

特に、昨年度と比較して応募研究課題

数が増加（H27：約 93,000 件→H28：約

96,000 件。2％増）しているにもかかわ

らず、昨年度と同数の従事人数によって、

計画通りの交付内定を通知したことは高

く評価できる。 

平成 27 年度に提出された科研費（補

助金分・基金分）の実績報告書について、

提出件数が約 35,000 件と平成 25 年度

（約 32,000 件）より 10％増加したもの

の、チェックマニュアルの改訂等により

報告書の確認業務を効率化し、例年と同

時期に実績報告書に基づく額の確定を行

っている。 

平成 25 年度から導入された「調整金」

制度 については、繰越事由に該当しない
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・ 応募者に対する審

査結果の開示は、4 月

下旬までに行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７年度に継続する基

金事業の課題につい

ては実施状況報告書

の提出を受けて状況

の確認を行う。国庫債

務負担行為が導入さ

れた特別推進研究に

ついて、平成２７年度

に継続する課題につ

いては実績報告書の

提出を受けて額の確

認を行う。 

・採否に関する通知

は、４月上旬までに行

う。 

・応募者に対する審査

結果の開示は、電子申

請システムにより、４

月下旬までに行う。 

・平成２７年度に継続

する基金事業の課題

に対しては４月中に

研究費を送金する。 

また、科研費事業の

中に設けられた調整

金の枠を活用した研

究費の前倒し使用や

次年度使用について

研究計画等の進捗状

況に応じた弾力的な

運用を行う。 

・平成２７年度課題に

係る交付申請書及び

平成２６年度に補助

事業が終了した課題

に係る実績報告書に

ついては、英文での提

出も受け付ける。 

 

 

 

●交付内定通知の日程 

研究種目 交付内定日 

・基盤研究（A・B・C）、挑戦的萌芽研

究、若手研究の新規研究課題及び継続

研究課題、新学術領域研究の継続の研

究領域に係る新規研究課題及び継続研

究課題 

・基盤研究（S）、研究活動スタート支

援及び特定奨励費の継続研究課題 

・研究成果公開促進費（研究成果公開

発表、学術定期刊行物、学術図書、デ

ータベース）の新規事業課題及び継続

事業課題 

・研究成果公開促進費（国際情報発信

強化）の継続事業課題 

・奨励研究の新規研究課題 

4 月 1 日 

・研究成果公開促進費（国際情報発信

強化）の新規事業課題 

 

4 月 15 日 

 

特別研究員奨励費の新規研究課題及び

継続研究課題 

 

4 月 24 日 

特別推進研究の新規研究課題 4 月 28 日 

基盤研究（S）の新規研究課題 5 月 29 日 

新学術領域研究の新規の研究領域 6 月 29 日 

基盤研究（Ｂ・Ｃ）「特設分野研究」の

新規研究課題 

7 月 10 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 7 月 29 日 

研究活動スタート支援の新規研究課題 8 月 28 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 10 月 9 日 

国際共同研究加速基金（国際活動支援

班） 

11 月 6 日 

特別研究員奨励費の新規研究課題 11 月 9 日 

国際共同研究加速基金（国際共同研究

強化） 

1 月 29 日 

国際共同研究加速基金（帰国発展研究） 3 月 24 日 

※4 月上旬より後に交付内定通知を発している種目

は「ヒアリング審査等を行っている」「公募や応募の

時期が異なる」などの種目である。 

 

・ヒアリングを実施するなど研究種目にふさわしい

審査を実施している特別推進研究や基盤研究（S）、

新しい審査方式の試行的な取組を行っている基盤研

究（B・C）（特設分野研究）、公募・審査の時期を別

途設定している研究活動スタート支援等を除き、基

盤研究、挑戦的萌芽研究、若手研究の不採択となっ

【各業務に対する個別の評価】 

 

・日本語版の公募要領等に加え、英

語版の公募要領等も作成し公表して

おり、日本の研究機関に所属してい

る外国人研究者が応募する際の利便

性の向上を着実に図っている。 

 

・応募受付期限の約 1 ヶ月前に科学

研究費委員会を開催し、審査方針を

決定後、研究者等が確認できるよう

に速やかに公表しており、透明性を

確保している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・科学研究費委員会の審査結果に基

づき、大部分の研究種目について、

年度当初の 4 月 1 日付で交付内定通

知を発出している。書面審査だけで

なくヒアリング審査も行っている研

究種目についても、交付業務を迅速

に行っている。また、平成 27 年度に

継続した基金事業の課題について、

計画通り、年度当初から研究費を使

用できるように4月10日に送金を実

施している。 

 

・大部分の研究種目について、計画

課題についても研究者の研究計画等の進

捗状況に応じた弾力的な活用ができる仕

組みを構築し、積極的な改善に取り組ん

でいると認められる。 

「調整金」を活用した前倒し使用におい

て、変更申請が平成 27 年度では 149 件

と平成 25 年度（67 件）より 122％増加

したものの、申請処理の電子化による研

究機関の手続簡素化と制度の周知徹底を

進めたことなどにより円滑な助成業務を

実施している。 

 

学術研究助成基金を基に執行している

科研費（基金分）についても、前倒し使

用に係る申請が平成 27 年度では 820 件

と平成 25 年度（629 件）より 30％増加

したものの、チェックマニュアルの改訂

及び実務担当者向け全国説明会によりチ

ェックポイントを示すなどにより効率化

を図り、円滑な助成業務を実現している。 

 

加えて平成 27 年度科研費から創設さ

れた「国際共同研究加速基金」について、

国際共同研究を推進するという当該仕組

みの特色を十分に踏まえ、日本と海外と

の会計年度の違い等に配慮した交付申請

についての猶予期間の設定、事業期間延

長に係る特例の設定など研究者にとって

柔軟な運用ができるよう配慮した使用ル

ール等の整備を迅速に行うとともに、円

滑な交付を実施しており、高く評価でき

る。 

これらの点に関しては、公的研究機関

である科学技術・学術政策研究所が実施

している研究環境等の状況全般に関する

の調査において、「科学研究費助成事業

（科研費）における研究費の使いやすさ」

についての質問で、「基金化により使い勝

手が改善した」、「年度間繰り越しが円滑

に行われるようになった」といった理由

により指数が前期中期目標最終年度



【27 年度評価】項目別-32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た応募者のうち希望者に対し、総合評点、おおよそ

の順位、評定要素毎の平均点、不十分と評価された

項目など第一段審査の結果について、平成 27 年 4 月

24 日に電子申請システムを活用して開示を行った。 

・平成 27 年度に継続した科研費（基金分）の課題に

ついては、前期分について、4 月 10 日に送金を行っ

た。 

 

・平成 27 年度課題に係る交付申請書及び平成 26 年

度に補助事業が終了した課題に係る実績報告書につ

いては、英文での提出も受け付けた。 

 

（実績報告書の提出、及び、額の確定及び状況の確

認） 

・平成 27 年度に提出された科学研究費助成事業に係

る実績報告書（約 35,000 件（うち基金分約 18,000

件））を 5 月 31 日までに提出を受け、8 月 28 日に額

の確定を行った。 

・平成 27 年度に継続した科研費（基金分）の課題に

ついては、5 月 31 日までに実施状況報告書の提出を

受け、約 38,000 件（平成 23 年度採択分約 500 件、

平成 24 年度採択分約 3,100 件、平成 25 年度採択分

約 14,600 件、平成 26 年度採択分約 19,800 件）につ

いて状況の確認を行った。 

 

・国庫債務負担行為が導入された特別推進研究の平

成 27 年度に継続する課題については、5 月 31 日ま

でに実績報告書の提出を受け、額の確認を行った。 

 

（制度改善による弾力的な運用） 

・平成 25 年度から科学研究費補助金に「調整金」の

枠を設け、補助金分の対象研究種目において前倒し

使用や繰越事由に該当しない研究課題について次年

度使用を可能とする制度改革を行い、平成 27 年度は

のべ 149 件の研究課題の前倒し使用、171 件の研究

課題の次年度使用の承認を行うなど、研究計画等の

進捗状況に応じて弾力的に運用した。 

 

・なお、科学技術・学術政策研究所が平成 23 年度か

ら毎年度実施している産学官の研究者・有識者を対

象に行っている定点調査（2015）において次のよう

通り、4 月 24 日に電子申請システム

を活用して速やかに審査結果を開示

している。 

 

 

 

 

 

・平成 27 年度に継続した科研費（基

金分）の課題について、計画通り、5

月 31 日までに実施状況報告書の提

出を受け、約 38,000 件について状況

の確認を行っている。 

 

 

 

 

 

・繰越事由に該当しない課題につい

ても研究者の研究計画等の進捗状況

に応じて弾力的に研究費を使用でき

る調整金の仕組みを構築、実施する

のみでなく、積極的な改善を行って

いる。 

 

・科学技術・学術政策研究所の調査

において、「科研費の使いやすさ」や

「研究費の基金化は研究開発を効果

的・効率的に実施するのに役立って

いるか」という質問に対する指数が

向上している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（H24）の4.9 から5.4 に向上しており、

全項目（自由記述の設問等を除いた 57

項目）の中で指数の伸びが最も高い上に、

全項目中「研究費の基金化」の項目に次

いで二番目に高い数値を示しており、使

い勝手の向上について、研究者から非常

に高く評価されていることが明らかであ

り、高く評価できる。 

中期計画にある科研費事業説明会に加

え、公募要領説明会及び実務担当者向け

説明会を着実に実施しており、制度の理

解促進に努めている 。 

以上、本項目は、中期計画における所

期の目標を上回る成果が得られていると

認められるため、評定をＡとする。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 

  

 

＜その他事項＞ 
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な結果が出た。 

「科研費における研究費の使いやすさ（例えば入金

の時期、研究費の年度間繰越等）」についての質問で

は、指数が前期中期目標最終年度（平成 24 年度）の

4.9 から 5.4 に向上した。 

 

「研究費の基金化は研究開発を効果的・効率的に実

施するのに役立っているか」という質問については

7.2 から 7.4 に向上した。 

※学術研究助成基金を基に執行している科研費（基

金分）については、前倒し使用（平成 27 年度申請実

績約 1,000 件）や次年度使用（科研費（基金分）の

次年度使用率は全体の 78%以上）等の年度にとらわ

れない弾力的な運用を行った。 

 

 

■平成 27 年度科研費から制度創設された国際共同

研究加速基金（制度の趣旨は２（１）⑤で後述）の

交付 

 

国際共同研究等を促進するため、日本と海外との

会計年度の違い等に配慮し、柔軟な取扱が可能とな

るよう基金により交付することとし、使用ルールの

整備を行った。 

 例えば、「国際共同研究強化」においては、採択後、

渡航先や所属機関との調整がつくまで交付申請の猶

予期間（一年程度）を設けるとともに、補助事業が

完了したときに随時、実績報告書の提出を可能とし

た。 

 また、「帰国発展研究」においては、採択後、国内

の所属機関が決まるまで交付申請の猶予期間（一年

程度）を設けた。 

 

 

■ 科研費事業説明会の実施 

・大学等の研究機関等への事業説明について、文部

科学省との共同実施（8 回）、振興会の単独実施（8

回）、研究機関等からの要望に応じての実施（45 回）

により全国各地で実施し、基金化をはじめとする制

度の改善や公募の内容等に係る正しい理解の促進を

図った。その際、地域バランスに配慮するとともに、

 

 

 

平成 27 年度科研費から制度創設さ

れた国際共同研究加速基金につい

て、3 つの各プログラムの交付に係

る仕組みについても、研究者にとっ

て柔軟な運用ができるよう配慮した

使用ルールや様式等の整備を迅速に

行うとともに、円滑な交付を実施し

ていることは高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文部科学省と共同し、参加者の利

便性も考慮し、大学等の研究機関等

に対する科研費の事業説明会を全国

で実施し、制度の正しい理解の促進
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(iii) 科研費事業説明

会の実施 

科研費事業に対す

る理解を促進し、その

支援効果を高めるた

め、大学等の研究機関

への事業説明を、文部

科学省との共同実施、

研究機関からの要望

に応じての実施など

により、全国各地で行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(iii) 科研費事業説明

会の実施 

大学等の研究機関

への事業説明を、文部

科学省との共同実施、

研究機関からの要望

に応じての実施など

により、全国各地で行

い、制度の改善等に係

る正しい理解の促進

を図る。その際、地域

バランスに配慮する。 

また、科研費に対す

る正しい理解の促進

を図るため、初めて科

研費に携わる研究機

関の事務職員や研究

活動をスタートさせ

たばかりの研究者を

対象として、全国各地

で初任者研修会を実

施する。 

 

過去に開催した際に寄せられた意見を踏まえ、事業

説明資料をより分かりやすいものに改善した。 

 

・平成 27 年度は科研費に対する正しい理解の促進を

図るため、初めて科研費に携わる研究機関の事務職

員や研究活動をスタートさせたばかりの研究者を対

象に全国8カ所で実務担当者向け説明会を開催した。 

 

【平成 27 年度実務担当者向け説明会開催実績】 

開催場所 日時 

北海道（北海道大学） 7 月 6 日 

東北（福島大学） 7 月 9 日 

関東甲信越（東京大学） 7 月 7 日 

関東甲信越（明治大学） 7 月 10 日 

東海・北陸（名古屋大学） 7 月 15 日 

近畿（大阪府立大学） 7 月 14 日 

中国・四国（香川大学） 7 月 8 日 

九州・沖縄（久留米大学） 7 月 3 日 
 

を図っている。 

 

 

・事業説明会や公募要領説明会のみ

に留まらず、科研費に携わる研究機

関の事務職員や研究活動をスタート

させたばかりの研究者を対象に、実

務担当者向け説明会を全国各地で開

催し、制度の正しい理解の促進を着

実に図っている。 

        

 

 

４．その他参考情報 

特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－１（３） 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（１）学術研究の助成 
③研究成果の適切な把握及び社会還元・普及 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
8 基礎研究の充実及び研究の推進の

ための環境整備 
8-1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
政策評価：文部科学省 27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（「科学技術基本計画」における「独創的で多様な基礎研究の強化」の達成に向け、当法人における科学研究費助成事業は主要な役割を果たしている。 
また、「科学技術イノベーション総合戦略 2015」において「研究者の内在的動機に基づき独創的で質の高い多様な成果を生み出す学術研究と、政策的な戦略や要請に基づく戦

略的な基礎研究のバランスを取りながら推進することに留意しながら、特に、我が国の学術研究を支える最も基礎的な競争的資金である科学研究費助成事業（中略）のさらな

る改革・強化に取り組むことが重要である」とされるとともに、「日本再興戦略改訂 2015」においても「科学研究費助成事業について、審査分野等の基本的構造の見直しを進

め、挑戦性・融合性等を強化しながら、多様で独創的な学術研究に、裾野広く一定程度腰を据えた研究資金の配分を行う」とされていることなどからも、我が国の科学技術・

学術政策や学術研究の推進に非常に重要な役割を担うものとされている。 
こうした学術研究の推進に重要な役割を担っている科研費から生まれた成果を適切に把握・公開することは重要であり、「科学技術イノベーション総合戦略 2015」においても

「科研費成果等を含むデータベースの構築等に取組、研究成果の一層の可視化と活用を図る」とされているところである。） 
難易度：「高」（毎年度分提出される研究実績・実施状況報告書が計 7 万件以上、最終年度分が提出される研究成果報告書が 2 万件以上という膨大な件数について、研究者から

確実に提出させることを実現しつつ、それに加えて科学研究費助成事業データベース（KAKEN）について公的助成機関の各事業成果を横断的に検索できる仕組みの構築に向

け新しいシステムに移行する作業を進めるという非常に難易度の高い業務に従事している。） 
参考 URL 科学研究費助成事業 http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

「KAKEN」へのア

クセス回数 
前年同以上 約 4,494 千回 約 5,027 千

回 
約 4,260 千

回 
約 4,835 千

回 
  

決算額（千円） 229,827,591 228,596,124 221,152,078 

  

「KAKEN」におけ

る研究成果報告書

のダウンロード数 

前年同数以

上 
606,591 回 756,177 回 777,671 回 830,576 回   

従事人員数 51 51 48 
  

        

注）決算額は支出額を記載。    
  

今野委員 

佐分委員 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び外部評価委員による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

＜Ⅰ―２－１（１）

と共通＞ 
 

③ 研究成果の適切

な把握 
科研費事業の研究課

題の研究成果につい

て適切に把握すると

ともに、産業界や他

の研究機関等におい

て活用できるようホ

ームページ等におい

て広く公開する。 

③ 研究成果の適切な

把握及び社会還元・普

及 
(i) 研究成果の把握・公

表 
 平成２６年度に終了

した研究課題の研究実

績の概要及び平成２６

年度に研究期間が終了

した研究課題の研究成

果報告書について、科

学研究費助成事業デー

タベース（KAKEN）

により広く公開する。 
また、振興会が示す

期限までに研究成果報

告書が提出されなかっ

た場合には、その理由

を確認し、特段の理由

がない場合は速やかな

提出を促す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標＞ 
・「KAKEN」へのアク

セス回数 
・「KAKEN」における

研究成果報告書のダウ

ンロード数 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 
 広く国民に向けた

研究成果の情報発

信 
について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 
 
 
 

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）について、

中期計画通りに着実に推進した。特に、以下の実績を上

げた。 
 
【研究成果の適切な把握及び社会還元・普及】 
■ 研究成果の把握・公表 
科学研究費助成事業データベース（KAKEN）について、

NII 及び文部科学省と連携しつつ、公的助成機関の各事

業成果を横断的に検索できる仕組みの構築に向け、平成

28 年 4 月に新しいデータ入力機能を備えた新システム

に移行することとした。この際 NII 及び文部科学省と協

議し、科研費の成果を JST 戦略的創造研究推進事業に円

滑に繋ぎイノベーションの素を発掘し育てる仕組みを

強化することを視野に入れて新システムの設計を行う

とともに、検索性の向上や研究サイクルの可視化といっ

た改善点を検討するなど、新システムへの移行に必要な

検討を行った。 
また、速やかな移行作業の完了にも配慮した結果、平

成２６年度に終了した研究課題の研究実績の概要及び

平成２６年度に研究期間が終了した研究課題の研究成

果報告書については、新システムへの移行作業が完了し

た後速やかに公開することとした。 
 
平成 27 年度において、KAKEN において PDF ファイル

で公開している研究成果報告書のダウンロード数は、昨

年度よりも約 5 万件増加（約 7%増加）している。また、

KAKEN へのアクセス回数は、前中期目標期間最終年度

よりも、約 34 万件増加（約 8%増加）している。 
 
・「研究成果の発信」に関し、現在、学術雑誌等では、

近年の ＩＣＴ（情報通信技術）の発展に伴い、インタ

ーネットを通じて無料で自由に論文にアクセスできる

「オープンアクセス」化の流れが 世界的に拡大してい

ることを踏まえ、公募要領で推奨するとともにリーフレ

ットを作成、「実績報告書（研究実績報告書）」で報告す

る科研費論文については、オープンアクセス化の状況に

ついても併せて報告するよう研究機関を通じて依頼し

た。 

評定 A 評定 Ａ 
【総論】 
 
研究成果の適切な把握及び社会還

元・普及については、KAKEN につ

いて、公的助成機関の各事業成果を

横断的に検索できる仕組みの公共性

の高さに配慮し移行を進めたこと

や、検索性の向上や研究サイクルの

可視化といった改善点を検討したこ

とは評価できる。 
研究成果報告書のダウンロード数が

前年度の約 78 万件から 83 万件と約

5 万件増加（約 7％増加）しており、

また、KAKEN のアクセス回数も中

期目標期間最終年度（平成 24 年度）

の約 450 万件から平成 27 年度は約

483 万件と約 34 万件増加（約 8%増

加）していることから、KAKEN を

通じた研究成果の社会還元・普及が

着実に行われていると評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・世界的に進んでいる「オープンア

クセス」化の動向を踏まえ、科研費

としても公募要領で推奨するととも

にリーフレットを作成している。 
 
・「実績報告書（研究実績報告書）」

においては、 
オープンアクセス化の状況について

報告させるとともに、昨今我が国の

＜評定に至った理由＞ 
 研究成果の把握においては、研究成果

報告書の提出が予定されている課題の確

認方法を研究機関に通知するなどによ

り 、平成 26 年度に終了した研究課題の

研究成果報告書について、一部の例外を

除いて約 23,000 件全ての研究課題につ

いて提出を受けた。 
研究課題の概要や成果報告書等を公開

する科学研究費助成事業データベース

（KAKEN）について、公的助成機関の

各事業成果を横断的に検索できる仕組み

の構築に向けて、検索性の向上等の機能

を改善させた新システムを平成 28 年 4
月に運用開始することを目指し、必要な

検討を行っており、成果の社会還元に向

けた取組が積極的に行われている。なお、

KAKEN での成果報告書のダウンロード

数が前年度より約５万件（７%）増加し

ていることからも、KAKEN による成果

の普及が着実に行われていると言える。 
世界的に拡大しているオープンアクセ

ス化の動向に対応するため、公募要領で

推奨するとともにリーフレットを作成す

るとおもに、昨今我が国の課題として提

言され続けている「国際性」の重要性に

鑑みて「国際共同研究の実施状況」につ

いて実績報告書で報告させるなど、社会

的な要請も踏まえながら適切に研究成果

を広く社会に対して還元・普及させるた

めの取組を講じていると認められる。 
また、研究者から提出を受ける研究成

果報告書に加え、「科研費 NEWS」、「私

と科研費」及び「我が国における学術研

究課題の最前線」などの広報誌を作成し、

情報発信・広報普及活動に努めることに

より、研究成果の普及や科研費事業の理
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(ii) 広報誌等 

「科研費 NEWS」を
年４回発行し、科研費

による最近の研究成果

やトピックスを分かり

やすく紹介するととも

に、エッセイ「私と科

研費」により、これま

で科研費によって研究

を進められてきた方な

どの科研費に関する意

見や期待をホームペー

ジに掲載し、科研費の

情報発信・広報普及活

動を行う。 
 また、特別推進研

究、新学術領域研究、

基盤研究（Ｓ）の新規

採択課題等を紹介する

「我が国における学術

研究課題の最前線」を

作成し、JST をはじめ

大学等関係機関に配布

するとともに、ホーム

ページで公開する。 

※研究実績（実施状況）報告書で平成 27 年度中に報告

された科研費論文数に占めるオープンアクセス化した

（予定含む）論文数の割合 約 27.7%（約 4 万 6 千件） 
 
・昨今我が国の課題として提言され続けている国際性の

重要性に鑑みて、平成 27 年度分の実績報告書（平成 28
年度中に提出）より「国際共同研究の実施状況」につい

ても併せて報告させることとした。 
 
・平成 27 年 6 月末に各研究機関の研究成果報告書の提

出が予定されている課題の一覧を電子申請システムで

確認できる方法を通知するなどにより、適切な提出を求

め、平成 28 年 3 月末時点で、けがや病気等の真にやむ

を得ない理由がある課題を除き、約 23,000 件全てにつ

いて提出を受けた。 
 
■ 広報誌等 
・「科研費 NEWS」（四半期ごとに発行）について、学術

システム研究センターの専門調査班会議や主任研究員

会議において掲載候補者を選考した上で、科学コミュニ

ケーターを起用して作成した。また、配付先の拡大に努

めるとともに、紹介した研究成果については、科研費ホ

ームページのトップページに写真付きで目立つように

表示し、注目度を上げるよう取り組んだ。さらに、毎月

1 名、科研費による助成を受けた研究者に、科研費に関

する意見・期待等をエッセイ「私と科研費」として執筆

してもらい、科研費ホームページに掲載するなど、科研

費にかかる一層の情報発信・広報普及活動を行った。 
●科研費 NEWS 
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/22_letter/index.ht
ml 
●私と科研費 
https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/29_essay/index.ht
ml 
 
・特別推進研究、新学術領域研究、基盤研究（S）の新

規採択研究課題の研究概要を取りまとめた「我が国にお

ける学術研究課題の最前線」を平成 27 年 12 月に作成す

るとともに、科研費ホームページで公開するとともに、

ＪＳＴを含めた国内の主な研究機関に情報提供してい

る。 

課題として提言され続けている国際

性の重要性に鑑みて「国際共同研究

の実施状況」についても併せて報告

させることとするなど、研究成果の

積極的な社会還元・普及の啓発と積

極的な把握に取り組んでいることは

高く評価できる。 
 
 
・平成 26 年度に終了した研究課題の

研究成果報告書について、国民へ研

究成果を還元するという観点から、

報告が可能な全ての研究課題につい

て提出させた。 
 
 
・「科研費 NEWS」については、学

術システム研究センターの機能の活

用や科学コミュニケーターの起用に

より、研究成果を分かりやすく紹介

するとともに、ホームページにおけ

る公開方法を工夫している。また、

エッセイ「私と科研費」については、

毎月 1 名、科研費による助成を受け

た研究者に執筆してもらいホームペ

ージで公開するなど、科研費に関す

る継続的な情報発信や広報普及活動

のに積極的に取り組んでいる。 

解促進に向けた取組を実施している。 
以上、本項目は、研究成果検索システ

ムの機能向上に向けた取組を通じたサー

ビス向上により、成果普及に高い貢献が

あったことなどを勘案し、中期計画にお

ける所期の目標を上回る成果が得られて

いると認められるため、評定をAとする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
  
 
＜その他事項＞ 
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４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－１（４） 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（１）学術研究の助成 
④ 助成の在り方に関する検討 
⑤ 学術研究助成基金（国際共同研究加速基金）の仕組みの検討・構築・助成等 
⑥ 学術研究助成基金の管理及び運用 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
8 基礎研究の充実及び研究の推進のた

めの環境整備 
8-1 学術研究の振興 

関連する政策評価・行政事

業レビュー 
政策評価：文部科学省 27-8-1 
行政事業レビュー：未確定 
 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」「科学技術基本計画」における「独創的で多様な基礎研究の強化」の達成に向け、当法人における科学研究費助成事業は主要な役割を果たしている。 
また、「科学技術イノベーション総合戦略 2015」において「研究者の内在的動機に基づき独創的で質の高い多様な成果を生み出す学術研究と、政策的な戦略や要請に基づく戦

略的な基礎研究のバランスを取りながら推進することに留意しながら、特に、我が国の学術研究を支える最も基礎的な競争的資金である科学研究費助成事業（中略）のさらな

る改革・強化に取り組むことが重要である」とされるとともに、「日本再興戦略改訂 2015」においても「科学研究費助成事業について、審査分野等の基本的構造の見直しを進

め、挑戦性・融合性等を強化しながら、多様で独創的な学術研究に、裾野広く一定程度腰を据えた研究資金の配分を行う」とされていることなどからも、我が国の科学技術・

学術政策や学術研究の推進に非常に重要な役割を担うものとされている。 
難易度：「高」（科学研究費助成事業は我が国の学術研究の発展等のために必要な事業であるが、 
・科研費の審査は 9 万件以上（前年度から約 3,000 件増）の膨大な応募研究課題について 11 月から 3 月の 5 ヶ月間という短期間で 6,000 名以上にも及ぶ審査委員がピアレビュ

ー（専門家による審査）により優れた研究課題を選定すること。 
・昭和 43 年（1968 年）に形作られた科研費制度の基本的な構造改革を進めており、平成 30 年度科研費（平成 29 年度に公募）から適用する審査システムについて学術の振興

という観点から適切な審査区分、審査方法についての検討を行い、新たな審査区分（小区分・中区分・大区分）の作成とそれに伴う新たな審査方法（総合審査及び２段階書面

審査）により行うこととする内容の「科学研究費助成事業（科研費）審査システム改革 2018（報告）」を日本学術振興会として取りまとめ文部科学省科学技術・学術審議会に

報告をすること。 
・平成 30 年度科研費から本格実施する総合審査方式について特設分野研究の審査により試行的に実施・検討を行うこと。 
・学術研究が「挑戦性、総合性、融合性、国際性」といった現代的要請に着目しつつ学術研究の本来的役割を最大限発揮することが求められている（平成 27 年 1 月学術分科会

報告）といった提言を受け速やかに科研費において国際共同研究加速基金の制度創設と同時に交付を開始すること。 
以上のことを平成 27 年度に同時並行で行うという非常に難易度の高い業務を実施する必要がある。） 

参考 URL 科学研究費助成事業 http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/index.html 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

「科学研究費助成事

業における研究費の

使いやすさ」に関す

る調査結果（指数） 

前年同以上 4.9 5.2 5.3 5.4   

決算額（千円） 229,827,591 228,596,124 221,152,078 

  

※出典：「科学技術の状況に係る総合的意識調査」（定点調査）（文部科学省科学技術・学術政

策研究所） 
指数は、大学に所属する研究者に対し、科研費の使いやすさについて 6 段階評価で質問し、

それを 0.0～10.0 に指数化したもの。4.5 以上で「ほぼ問題はない」とされる。なお、当該

調査が開始された平成 23 年度以降、最も指数のプラス変化が大きい項目である。 

今野委員 

佐分委員 
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「研究費の基金化は

研究開発を効果的・効

率的に実施するのに

役立っているか」とい

う質問に対する調査

結果（指数） 
 

前年同以上 7.2 7.3 7.3 7.4   

        

従事人員数 51 51 48 
  

注）決算額は支出額を記載。 

※出典：「科学技術の状況に係る総合的意識調査」（定点調査）（文部科学省科学技術・学術政

策研究所） 
指数は、大学に所属する研究者に対し、科研費の使いやすさ等について 6 段階評価で質問

し、それを 0.0～10.0 に指数化したもの。5.5 以上で「状況に問題はない」とされる。なお、

当該調査が開始された平成 23 年度以降、常に一番指数が高い値の項目である。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び外部評価委員による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

＜Ⅰ―２－１（１）と

共通＞ 
省略 

④ 助成の在り方に

関する検討 
 
学術研究における

様々な特性・ニーズを

踏まえた助成の在り

方について、学術シス

テム研究センター等

の機能を活用しつつ

検討を行い、事業の改

善に反映させる。その

際、世界と我が国の学

術研究の動向を俯瞰

し、融合的な研究分野

や先端的・萌芽的な研

究分野など新たな分

野、及び我が国として

途絶えさせてはなら

ない学問分野に配慮

することにより、学術

研究の多様性を確保

する。 
また、基金事業の運用

開始後５年以内に、執

行状況及び成果等に

ついて検討を加え、そ

の結果に基づいて必

要な見直しを行う。 

④ 助成の在り方に

関する検討 
 
(i) 審査の検証 
科研費事業の審査に

ついて、学術システム

研究センター等の機

能を活用しつつ検証

を行い、事業の改善に

反映させる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ii)特設分野研究の検

証・改善 
新たな学術の芽を掘

り起こすために平成

２６年度に創設した

「特設分野研究」につ

いて、学術システム研

究センター等の機能

を活用し、審査体制・

方法等を検証し改善

を図る。 
 
(iii)「系・分野・分科・

＜主な定量的指標＞ 
・科研費の使いやすさ

に関する調査結果（指

数） 
・「研究費の基金化は研

究開発を効果的・効率

的に実施するのに役立

っているか」という質

問に対する調査結果

（指数） 
（※出典：「科学技術の

状況に係る総合的意識

調査」（定点調査）） 
 
＜その他の指標＞ 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 
 国内外の学術研究

動向を把握し事業

に反映 
 融合的分野、萌芽

的分野など新しい

研究分野の創出支

援 
について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 
研究者からの評価や要

望を基礎に、科研費全

体が基金化されるべき

である 。 
【外部評価委員指摘

26 年度評価】 
 

【助成の在り方に関する検討】 
 
 
■ 審査の検証 
・学術システム研究センター等において、文部科

学省からの依頼に応じ、「系・分野・分科・細目

表」等の見直し等についてＨＰでの意見募集を通

じた方法などにより研究者等の意見を把握する

とともに検討・見直しを進め、文部科学省に報告

等を行い、事業の改善に反映させた。 
・学術システム研究センター等の意見を踏まえ、

合議審査において、書面審査の結果を大幅に覆す

場合には、審査グループから理由書を徴し、その

判断が妥当なものであるかを小委員会全体で議

論の上、採否を決定することとし、より公平で公

正な審査の体制を整えた。（平成 28 年度科研費の

審査における理由書：71 件） 
・学術システム研究センター等において、若手研

究（Ｂ）の複数細目課題の審査方式の見直しを行

い、応募課題本来の目的をくみ取れるよう合議審

査において小委員会全体の合議に比重を置く方

式とすることとし、規程を改正、事業の改善に反

映させた。 
 
 
■ 特設分野研究の検証・改善 
・融合的分野、萌芽的分野など、新たな学術の芽

を掘り起こすための新たな仕組みとして、平成 26
年度公募から設けられた基盤研究（B・C）（特設

分野研究）において、分野ごとの小委員会を設置

し書面審査と合議審査を同じ審査委員が実施し

て議論によって採択課題を決定する審査方式を

試行し、その実効性について検討を行い、１審査

分野において、適切な審査を行うことができる課

題数等を確認した。 
また、学術システム研究センターの専門調査班

会議や主任研究員会議において検討し、平成 26
年度、平成 27 年度に設定された 6 分野に加え、

評定 S 評定 Ｓ 
＜根拠＞ 
・科学研究費助成事業は、我が国の

競争的資金制度の 5 割以上の予算を

占め、また、科学技術・学術政策研

究所の調査によると、我が国の論文

数に占める科研費が関与した論文の

割合は量、質ともに増加（日本の論

文に占める科研費が関与する論文に

ついて、件数が 1996 年から 1998 年

と2006年から2008年を比較すると

約 1.5 倍（約 12,500 件増加）になり、

割合が、1996 年から 1998 年の平均

と2006年から2008年の平均を比較

すると 35.7 パーセントから 47.3 パ

ーセントに増加している。また、同

様に日本の TOP10％補正論文（被引

用回数が各年各分野で上位10%に入

る論文の抽出後、実数で論文数の

1/10となるように補正を加えた論文

数を指す）に占める科研費が関与す

る論文について、件数が約 1.4 倍（約

1,100 件増加）になるとともに、割

合が、53.1 パーセントから 62.4 パ

ーセントに増加。）しており、我が国

の学術研究に大きな役割を担い、そ

の重要性は極めて高い。このような

重要性に鑑み、助成の在り方に関す

る様々な検討を行い、改善を行って

いる（具体的には以下のとおり）。 
 
・学術システム研究センターの機能

を活用し、平成 25 年度公募から適

用した「系・分野・分科・細目表」

について、見直し等を行うなど、積

極的に審査の改善を行っている。 
 
・文部科学省から示された「基本的

＜評定に至った理由＞ 
 助成の在り方に関する検討について

は、学術システム研究センター等の学術

動向の調査分析機能を活用しつつ、

「系・分野・分科・細目表」の見直し及

び時限付き分科細目について積極的に

検討し改善を図っている。 
学術システム研究センターの分析、検

討を踏まえ、平成 26 年度公募から設け

られた「基盤研究（B・C）（特設分野研

究）」について、平成 28 年度公募におい

て新たに 3 分野を設定することにより、

融合的な研究分野等の振興に寄与する

とともに、書面審査と合議審査を同じ審

査委員が行う新しい審査方式を試行し

ている。 
平成 26 年度より導入された、「合議審

査において、書面審査の結果を大幅に覆

す場合には、審査グループから理由書を

徴し、その判断が妥当なものであるかを

小委員会全体で議論の上、採否を決定す

る仕組み」について、審査の検証にて当

該理由書を検証対象とすることにより、

本仕組みの妥当性を確認しており、平成

27 年度においても引き続き実施してい

る。 
定期的な「系・分野・分科・細目表」

の見直しとは別に、昭和 43 年（1968 年）

に形作られた科研費制度の基本的な構

造の改革として、平成 30 年度科研費の

公募から適用する新たな審査システム

に関し、細目の大括り化や、特設分野研

究での試行の結果も踏まえた審査方式

の在り方についての検討を行い、検討の

結果を「科学研究費助成事業（科研費）

審査システム改革 2018（報告）」として

取りまとめ、文部科学省科学技術・学術
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細目表」等の見直し及

び時限付き分科細目

等改正案の検討 
審査体制や審査方法

も含めた「系・分野・

分科・細目表」の見直

し及び平成２９年度

課題の公募において

設定する時限付き分

科細目並びに特設分

野の設定等について、

文部科学省から示さ

れる「基本的考え方」

を踏まえ、学術システ

ム研究センター等の

機能を活用しつつ検

討する。 
 
(iv)基金事業の見直し 
基金事業の執行状況

や成果等について検

証を加えその結果に

基づいて必要な見直

しを行うための検討

を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・研究現場からの声を

踏まえ、研究成果を最

大化する観点から基金

化についての更なる検

討を進めることが期待

される。 
【文部科学大臣評価 

26 年度】 

 
・学術研究助成基金を

元に執行している科研

費（基金分）の運用は、

研究者から高く評価さ

れており、基金化され

ていない部分への「調

整金」枠活用による弾

力化も高く評価できる

が、基金化について、

更なる検討を進める。

【JSPS部会25年度評

価】 
 
・基金事業の執行状況

及び成果等の検討につ

いては研究者ばかりで

なく、基金分と補助金

分画混在している中で

管理を担当する事務担

当者も意見聴取が必要

であろう。こうしたデ

ータに基づいた有効性

を基礎に、他の研究種

目へも基金化を広げて

いくことが期待され

る。【外部評価 25 年度

評価】 
 
・事業遂行に関する文

部科学省との役割分担

の見直しや審査結果・

進ちょく評価結果に関

平成 28 年度公募において新たに 3 分野（グロー

バル・スタディーズ、人工物システムの強化、複

雑系疾病論）を設定（平成 27 年 4 月同分科会科

学研究費補助金審査部会で決定）した。 
 

 
■ 「系・分野・分科・細目表」等の見直し及び

時限付き分科細目等改正案の検討 
・文部科学省から依頼された「平成 29 年度科学

研究費助成事業において適用する「系・分野・分

科細目表」、「時限付き分科細目」及び「特設分野」

の改正案の作成について」に基づき、新たな「時

限付き分科細目」への提案等に係る対応について

学術システム研究センターの専門調査班・主任研

究員会議において検討した。その結果、キーワー

ドを一部追加するなどの変更を行った。 
 
・学術システム研究センターの主任研究員・専門

調査班会議、あるいはワーキンググループ等で議

論することにより、センターの研究員から寄せら

れる国内外の学術研究動向について、「特設分野

研究の分野の設定」や「審査方法の改善」等に反

映させるなど、センターの機能を活用した検討を

行っている。 
 

 
・文部科学省科学技術・学術審議会の「基本的考

え方」を受け、平成 30 年度科研費（平成 29 年 9
月に公募予定）から適用する分科細目表の抜本的

な見直しについて学術システム研究センターを

中心に検討を行った。平成 26 年度に引き続き、

細目の大括り化にとどまらず学術の振興という

観点から適切な審査方法についての検討を行い

（主任研究員会議：5 回、科研費ワーキンググル

ープ：3 回、細目見直しタスクフォース：8 回、

分野別専門調査班会議：84 回）、応募にあたって

は学術の基本である発想の自由を最大限尊重す

ることを前提とし、競争的環境下で優れた研究課

題を選定できるよう、新たな審査区分表（小区

分・中区分・大区分）を作成し、研究種目に応じ

て審査区分を設定するとともに、それに伴い審査

考え方」を踏まえ、学術システム研

究センター等の学術動向の調査分析

機能を活用しつつ、定期的な「系・

分野・分科・細目表」の見直し及び

平成 29 年度課題の公募において設

定する時限付き分科細目について積

極的に検討を行い改善を図ってい

る。 
 
・新たな学術の芽を掘り起こすため、

学術システム研究センターの自律的

な分析、検討を踏まえて、平成 26
年度公募から設けられた基盤研究

（B・C）（特設分野研究）において

は、平成 28 年度公募についても計

画通り新たに 3 分野を設定してお

り、また、新しい審査方式を試行し

適切な審査を行うことができる課題

数等を確認設定するなど積極的に検

討を行って改善を図っている。 
 
・昭和 43 年（1968 年）に形作られ

た科研費制度の基本的な構造改革と

して、平成 30 年度科研費の公募か

ら適用する新たな審査システムにつ

いての検討を、細目の大括り化にと

どまらず、学術の振興という観点か

ら適切な審査方式の在り方も含め

て、学術システム研究センターの各

会議において合計 100回に渡り検討

を行った。 
また、これらの検討に当たっては、

平成 26 年度より新たに設けられた

審査区分である「特設分野研究」の

審査において試行的な取組を行って

おり、その成果等も踏まえた検討を

行っている。 
これらを踏まえ、応募にあたっては

学術の基本である発想の自由を最大

限尊重することを前提とし、競争的

環境下で優れた研究課題を選定でき

審議会に報告している。 
平成 27 年度に創設された「国際共同

研究加速基金」のうち「国際共同研究強

化」について、国際科学研究費委員会に

おいて、日本と海外との会計年度の違い

等に配慮した使用ルールや様式等を定

め、審査要項についても公表するなど、

審査・交付業務に係る仕組みを新たに整

備し迅速に実施している。 
 
平成 23 年度より導入された学術研究助

成基金事業について、執行状況や成果等

の検証を行い、前倒し使用や次年度使用

の活用状況、成果の創出状況の分析を行

い、基金化によって大きなメリットがも

たらされていることを明らかにしてい

る。 
また、基金の管理及び運用にあたって

は、所要の取組により、流動性の確保、

収益性と安定性・安全性の確保を両立さ

せていると認められる。 
以上、本項目は、科研費制度の基本的

構造改革の最重要課題である「科研費審

査システム改革 2018」の検討・取りま

とめ、報告という大変重要な取組を実現

し、年間約 10 万件に及ぶ研究計画立案

に供するとともに、年間数万件に及ぶ今

後の科研費助成対象研究の品質向上に

大きく貢献するものである。また、国際

共同研究加速基金の使用ルール作成・公

表など、全体として高品質な業務実績と

判断できるところであり、これらを勘案

し、重要度及び難易度の高いものである

ことから、中期計画における所期の目標

を量的及び質的に上回る顕著な成果が

得られていると認められるため、評定を

S とする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
 科研費の使いやすさは研究者等から
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⑤ 学術研究助成基

金（国際共同研究加速

基金）の仕組みの検

討・構築・助成等 
  国際共同研究や

海外ネットワークの

形成を促進するため、

学術研究助成基金（国

際共同研究加速基金）

に 係 る 仕 組 み の 検

討・構築・助成に向け

た取組を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

する他機関との情報提

供を通じた事業の効率

的な遂行を実現してい

るか。また、文部科学

省の科学技術・学術審

議会の検討状況を踏ま

え、大括り化の検討を

含め、効果的、効率的

な研究助成を実施する

観点から研究種目を継

続的に見直している

か。【事務・事業の見直

し／勧告の方向性／

JSPS部会 2期評価（再

掲）】 
 

方法を見直し、総合審査、２段階書面審査を行う

こととする内容の「科学研究費助成事業（科研費）

審査システム改革２０１８（報告）」を日本学術

振興会として取りまとめ、平成 28 年 3 月 17 日に

文部科学省科学技術・学術審議会に報告をした。 
 
 
 
・文部科学省の科学技術・学術審議会学術分科会

の審議等において、随時、研究費部会や科学研究

費補助金審査部会に陪席するなど、適切な連携を

図った。 
 
■学術研究助成基金（国際共同研究加速基金）の

仕組みの検討・構築・助成等 
 
・平成２７年度科研費予算において国際共同研究

等を推進するために新たに創設された国際共同

研究加速基金について、文部科学省と連携しつ

つ、学術システム研究センターを中心に同基金に

係る仕組みの検討・構築・実施等を行った。（主

任研究員会議：５回、科研費ワーキンググルー

プ：３回） 
なお、同基金により実施されるプログラムは以

下のとおりであり、公募は文部科学省で行った。 
 
・「国際共同研究強化」 
既に科研費（基盤研究、若手研究）に採択された

研究者が、既存科研費の研究計画を発展させるた

め、一定期間海外研究機関において実施する国際

共同研究を支援するもの。 
 
・「国際活動支援班」 
新学術領域研究の各領域に国際活動支援班を設

置し、領域の特徴に合わせて主体的に行う研究者

の海外派遣や、海外研究者の招へいなど、領域と

しての国際研究活動を支援するもの。 
 
・「帰国発展研究」 
海外の研究機関に所属する日本人研究者が、帰国

後に日本国内の研究機関に所属した場合に、日本

るよう、既存の細目表の枠組みを抜

本的に再構築し、新たな審査区分表

（小区分・中区分・大区分）を作成

し、研究種目に応じて審査区分を設

定するとともに、それに伴い審査方

法を見直し、総合審査、２段階書面

審査を行うこととする内容の「科学

研究費助成事業（科研費）審査シス

テム改革 2018（報告）」を日本学術

振興会として取りまとめ、文部科学

省科学技術・学術審議会に報告した

ことは、中期 計画の所期の目標を上

回る成果が得られているものとして

高く評価できる。 
 
・平成 27 年度に創設された国際共

同研究加速基金のうち「国際共同研

究強化」について、学術システム研

究センターを中心として、審査方法

等の検討や、審査委員の選考を行い、

新たに立ち上げた国際科学研究費委

員会において、審査要項・基準を新

たに定め、平成 27 年度中に審査を

実施し採択課題を決定した。また、

研究者・機関使用ルールや様式等の

整備を行い、交付業務に係る仕組み

も新たに整備した。これらのことを

迅速に実施していることは高く評価

できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・平成 23 年度より導入された学術

高く評価されており、「調整金」制度の

改善等、研究計画等の進捗状況に応じた

弾力的な運用に関する不断の見直しに

ついては高く評価できる一方で、基金化

についての更なる検討を進めることが

期待される。 
 
＜その他事項＞ 
 
 



【27 年度評価】項目別-44 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を主たる拠点として行う研究を支援するもの。 
 
・審査等における取組 
「国際共同研究強化」の審査においては、新た

に国際科学研究費委員会を立ち上げ、文部科学省

科学技術・学術審議会が示す「独立行政法人日本

学術振興会が行う科学研究費助成事業の審査の

基本的考え方」を踏まえ、当該委員会において 9
月 25 日に「科学研究費助成事業「国際共同研究

加速基金（国際共同研究強化）」審査要項」を決

定後、9 月 25 日に即日公表し、平成 27 年度の新

規応募研究課題 1,089 件について、平成 27 年 10
月下旬から平成 28 年 1 月中旬にかけて書面審査

及び合議審査（いずれも同じ審査委員が行う。審

査委員約 100 名。小委員会に設置した審査グルー

プを 13 回開催）の二段階によるピアレビューを

実施し、358 件の採択を行い、平成 28 年 1 月 29
日に交付内定通知を発出した。 
なお、渡航先の外国機関と調整した上で、交付

申請を行える仕組みを構築した。 
 
「帰国発展研究」の審査においては、文部科学

省科学技術・学術審議会が示す「独立行政法人日

本学術振興会が行う科学研究費助成事業の審査

の基本的考え方」を踏まえ、10 月 6 日に科学研究

費委員会において「科学研究費助成事業における

審査及び評価に関する規程」を改正し、10 月 13
日に速やかに公表し、平成 27 年度の新規応募研

究課題 45 件について 、平成 27 年 12 月上旬から

平成 28 年 3 月中旬にかけて書面審査及び合議審

査の二段階によるピアレビューを実施し、14 件の

採択を行い、平成 28 年 3 月 24 日に交付内定通知

を発出した。 
 なお、日本の所属機関決定後に、交付申請を行

える仕組みを構築した。 
 
 
■ 基金化の検証 
・学術研究助成基金を基に執行している科研費

（基金分）については、前倒し使用（平成 27 年

度申請実績約 900 件）や次年度使用（科研費（基

研究助成基金事業の執行状況や成果

等の検証について、前倒し使用や次

年度使用の活用状況の分析及びグロ

ーバル学術情報センターと連携して

成果の創出状況の分析を行った。そ

の結果については文部科学省へ報告

するとともに、必要な見直しを行う

ための検討を行っている。 
 
・基金事業については、科学技術・

学術政策研究所の調査において、「研

究費の基金化」が、調査が開始され

た平成 23 年度以降、常に一番指数

が高い値の項目となっており、非常

に高い評価を受けている。 
 
・科学技術・学術政策研究所の調査

において、「科研費の使いやすさ」や

「研究費の基金化は研究開発を効果

的・効率的に実施するのに役立って

いるか」という質問に対する指数が

向上している。 
 
・学術研究助成基金を元にして執行

している科研費（基金分）について

は、研究計画の進捗状況に応じ、弾

力的に使用できる制度として運用し

ており、多くの研究者、有識者から

研究費の基金化は研究開発を効果

的・効率的に実施するのに役立って

いるとの認識が示されるなど、基金

化の効果も一層浸透していると考え

られる。 
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⑥ 学術研究助成基

金の管理及び運用 
基金管理委員会にお

いて定めた運用方針

に基づき、流動性の確

保と収益性の向上に

努めつつ、安全かつ安

定的な基金の運用を

行う。 
 

金分）の次年度使用率は全体の 78%以上）等の年

度にとらわれない弾力的な運用を行った。 
 
学術研究助成基金で行われる科研費（基金分）

の執行状況や成果等について検証を行った。検証

に当たっては、基金により可能となった前倒し使

用や次年度使用の活用状況について分析を行っ

た。また、グローバル学術情報センターと連携し、

研究代表者から提出された研究実績報告書（補助

金分）や研究実施状況報告書（基金分）に記載さ

れる、雑誌論文数、図書数等の各項目について、

１研究課題当たりの平均報告件数を抽出し分析

を行った。これらの分析結果等を踏まえると、科

研費事業の基金化により、柔軟な執行などにおい

て大きなメリットがもたらされており、学術研究

の振興にふさわしい仕組みの整備がなされてい

ると言える。なお、検証結果については、文部科

学省に報告した。 
 
・なお、文部科学省科学技術・学術政策研究所が

平成 23 年度から毎年度実施している産学官の研

究者・有識者を対象に行っている定点調査におい

て、「科学研究費助成事業（科研費）における研

究費の使いやすさ」についての質問では、指数が

前期中期目標最終年度（平成 24 年度）の 4.9 か

ら 5.4 に向上し、「研究費の基金化は研究開発を効

果的・効率的に実施するのに役立っているか」と

いう質問については 7.2 から 7.4 に向上した。 
 
■ 学術研究助成基金の管理及び運用 
・学術研究助成基金については、「独立行政法人

日本学術振興会における学術研究助成基金の運

用に関する取扱要項」（平成 21 年度制定、平成 26
年度改正）に基づき、安全性の確保を最優先とし

つつ、流動性の確保や収益性の向上に留意した管

理及び運用を行った。 
具体的には、助成金の交付時期及び交付額を考

慮した上で、運用期間、運用額及び金融商品を設

定して流動性を確保するとともに、金融庁の指定

する格付け機関のうち、2 社以上から高い格付け

を受けた金融機関を選定することにより、安全性

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・学術研究助成基金については、安

全性の確保を最優先としつつ、運用

期間、運用額及び金融商品を設定し

て流動性を確保するとともに、複数

の金融機関から引き合いを行い、収

益性の向上に留意し、管理及び運用

を行っている。 
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   を確保した。また、これら複数の金融機関から引

合いを行い、運用利回りのより高い金融商品を選

ぶことにより、競争性の確保及び運用収益の向上

に努めた。 
 

  

 
 
 
 
 
４．その他参考情報 
○日本の論文に占める科研費が関与する論文の状況 

 （1996 年-1998 年） （2001 年-2003 年） （2006 年-2008 年） 
日本の論文に占める科研費が関与する論文

（Wos-KAKEN 論文）の件数 
24,057 31,349 36,529 

日本の TOP10％補正論文に占める科研費

が関与する論文（Wos-KAKEN 論文）の件

数 

2,798 3,351 3,922 

 
 （1996 年-1998 年平均） （2001 年-2003 年平均） （2006 年-2008 年平均） 
日本の論文に占める科研費が関与する論文

（Wos-KAKEN 論文）の割合 
35.7％ 

 
40.8％ 

 
47.3％ 

 
日本の TOP10％補正論文に占める科研費

が関与する論文（Wos-KAKEN 論文）の割

合 

53.1％ 56.8％ 62.4％ 

 
 
 
  

※出典：「論文データベース（Web of Science）と科学研究費助成事業データベース（KAKEN）の連結による我が国の論文産出構造

の分析」（2015 年 4 月 文部科学省科学技術・学術政策研究所） 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－２ 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（２）学術の応用に関する研究の実施 
① 課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業 
② 東日本大震災学術調査 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
政策目標８ 基礎研究の充実及

び研究の推進のための環境整備 
施策目標８－１ 学術の振興 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 
事前分析表（平成２７年度）８－１ 
行政事業レビューシート番号  
０１７６（仮） 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」①課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業（科学技術・学術審議会学術分科会報告「リスク社会の克服と知的社会の成熟に向けた人文学及び社会科

学の振興について」における「諸学の密接な連携と総合性」、「学術への要請と社会的貢献」、「グローバル化と国際学術空間」の 3 つの視点の達成に向け、本事業は本法人にお

ける主要な役割を果たしている。） 

重要度：「高」②東日本大震災学術調査（「東日本大震災復興構想会議決定」における、「大震災の記録を永遠に残し、広く学術関係者により科学的に分析し、その教訓を次世代

に伝承し、国内外に発信する（復興構想７原則の１）」の達成に向け、本事業は本法人における主要な役割を果たしている。） 

参考 URL 課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業 http://www.jsps.go.jp/kadai/index.html 
東日本大震災学術調査 http://www.jsps.go.jp/j-gakujutsuchosa/index.html 

 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

①課題設定による先

導的人文学・社会科学

研究推進事業： 

実施プログラム数 

 － 2 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 3 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 3 ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 

  

決算額（千円） 383,093 325,277 257,317 

  

②東日本大震災学術調

査：調査研究班数（平成

24 年度～平成 26 年度） 

 8 班 8 班 8 班 － 
  

②東日本大震災学術調

査：シンポジウム実施数

（平成 25 年度～平成 26

年度） 

 － 1 回 1 回 － 

  

従事人員数 51 51 48 

  

②東日本大震災学術図

書：書籍刊行数     － － － 
 

7 冊 
  

注）決算額は支出額を記載。    
  

佐分委員 

今野委員 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び外部評価委員による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

(2) 学術の応用に関

する研究の実施 
様々な学術的・社会的

要請に応えるととも

に、我が国の学術及び

社会の発展や社会的

問題の解決につなが

るような学術研究を

行う。 

(2) 学術の応用に関

する研究の実施 
様々な学術的・社会

的要請に応えるため

に、国の審議会等によ

る報告等を踏まえつ

つ、学術の発展や社会

問題の解決につなが

るような学術研究を

行う。 
① 課題設定による先

導的人文・社会科学研

究推進事業 
文部科学省科学技

術・学術審議会学術分

科会報告を踏まえ、先

導的な人文・社会科学

研究を推進する。 
事業の実施に当た

っては、委員会を設け

て課題を設定すると

ともに、研究の進捗状

況等について評価す

る。課題の設定に当た

っては、学術システム

研究センター等の機

能を活用する。また、

ホームページへの掲

載やセミナー・シンポ

ジウムの開催等によ

り、広く研究成果を発

信する。 

(2) 学術の応用に関

する研究の実施 
① 課題設定による

先導的人文学・社会科

学研究推進事業 
平成２４年７月の

文部科学省科学技

術・学術審議会学術分

科会報告「リスク社会

の克服と知的社会の

成熟に向けた人文学

及び社会科学の振興

について」を踏まえ、

以下の先導的な人文

学・社会科学研究を推

進する。 
・「領域開拓」を目的

とした諸学の密接な

連携を目指す研究 
・「実社会対応」によ

り社会的貢献を目指

す研究 
・「グローバル展開」

を目指す研究 
平成２７年度は、平

成２５年度に採択さ

れた「実社会対応プロ

グラム」、「グローバル

展開プログラム」及び

平成２６年度に採択

された「領域開拓プロ

グラム」の研究テーマ

のフォローアップを

行う。また、平成２５

年度に採択された「実

社会対応プログラム」

の研究評価を行い、評

価結果に基づき研究

＜主な定量的指標＞ 
・①課題設定による先

導的人文学・社会科学

研究推進事業：実施プ

ログラム数 
②東日本大震災学術

調査：調査研究班数

（平成 24 年度～平成

26 年度）・②東日本大

震災学術調査：シンポ

ジウム実施数（平成 25
年度～平成 26 年度） 
②東日本大震災学術

調査：書籍刊行数 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における

「達成すべき成果」に

向けた取組は適切か。 
 外部評価におい

て 
 適切な課題設定

と研究の実施 
 広く国民に向け

た研究成果の情

報発信 
について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 
 
＜評価の視点＞ 

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）について、

中期計画通りに着実に推進した。特に、以下の実績を上

げた。 
 

【課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事

業】 
以下の 3 つのプログラムを実施した。 
■実社会対応プログラム（平成 25～27 年、27～30 年） 
・平成 25 年度に採択し、既に開始している 13 件の研

究テーマについては、委託業務実績報告書により研究の

進捗状況を確認するなどのフォローアップを行い、社会

的貢献に向けた共同研究を推進した。 
－課題設定型研究テーマ：2 件 
－公募型研究テーマ：11 件 

 

・また、上記 13 件の研究テーマの研究期間が最終年度

を迎えたことから研究評価を実施した。研究成果の状況

について、事業委員会および部会において有識者による

評価を行い、13 件中、Ａが 9 件、Ｂが 4 件と判断され

た。 
 
・さらに、上記 13 件中、公募型研究テーマ 8 件から研

究期間の延長申請があり、新規公募を並行して審査を行

った。延長については、単にこれまでの研究を継続する

だけでなく、延長することで一層の進展が期待できると

いう点を特に重視し、新規採択よりも厳しく判断するこ

ととし、十分な成果があり、かつ研究を継続する価値が

認められた 1 件について延長を認めた。 
 
・平成27 年度新規採択については、課題設定型2つ（「制

度、文化、公共心と経済社会の相互連関」、「疫病の文化

形態と現代的意義の分析－社会システムの構築の歴史

的考察を踏まえて－」）、公募型 2 つ（「制度、文化、公

共心と経済社会の相互連関」（課題設定型と共通）、「人

口減少地域社会における安心しうるケア・システムの構

築と生活基盤の整備」）の課題（研究領域）について、

「研究テーマ審査要項」に基づき、外部有識者よる公正

な審査を経て、平成 27 年 9 月の事業委員会で 11 件の

研究テーマを採択し、支援を開始した。さらに、透明性・

信頼性の確保を図るため、採択決定後にはホームページ

評定 A 評定 Ａ 
＜根拠＞ 
・科学技術・学術審議会学術分科会

報告を踏まえて平成 25 年度より開

始された事業である。平成 27 年度は

3 プログラムのフォローアップを行

うとともに、「実社会対応プログラ

ム」において、研究テーマの新規採

択審査に加え、初めて研究テーマの

評価を実施するとともに延長申請の

あった 8 件について円滑に延長審査

を実施したことは評価できる。 
  
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
①課題設定による先導的人文学・社会科

学研究推進事業 
まず、3 プログラム合計 30 件の継続

研究テーマについては、研究の進捗状況

を確認しつつ適切にプログラムを推進

できていると認められる。 
次に「実社会対応プログラム」におい

ては、最終年度を迎えた研究テーマ（13
件）の評価を初めて実施したことに加

え、延長申請のあった研究テーマ（8 件）

の延長審査を実施した。さらに新規採択

研究テーマの審査を実施しており、研究

評価、延長審査、新規採択を確実に実施

したと認められる。 
さらに、事業の透明性・信頼性の確保

のため、学術システム研究センター研究

員を委員に任命するなど公正な審査体

制を整備するとともに、事業全体や各プ

ログラムの研究テーマの概要及び審査

情報等の公開などの取組を適切に実施

したと認められる。 
 
②東日本大震災学術調査 
平成 27 年度は、昨年度までに実施し

た調査研究の成果をもとに、調査結果の

概要をホームページで公開したことの

みならず、8 つの分野ごとに成果をまと

め上げ、平成 27 年度はそのうち 7 つの

分野に係る書籍（各巻 300～400 ページ

程度）を出版した。これらの書籍は、各

巻平均して約110の大学図書館で購入さ

れ閲覧に供されるなどしており、東日本

大震災の記録とその分析を次世代に着

実に伝承・発信したことが認められる。 
また、本事業の成果を海外に向けて発

信することを目指し、中期計画にはない
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期間の延長の可否を

決定するとともに、同

プログラムの新規課

題について検討・実施

する。プログラムの実

施に当たっては、専門

家による公正な審査

体制を整備し、透明

性・信頼性の確保及び

適切かつ円滑な運営

を図るとともに、情報

の公開に努める。な

お、課題設定に当たっ

ては、学術システム研

究センター等の機能

を活用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（人文学・社会科学系

を中心としたゆるや

かなトップダウン的

な事業について）振興

会としてもそれらを

積極的に位置づける

姿勢をさらに期待し

たい。 
【外部評価委員指摘

26 年度評価】 
 
（課題設定による先

導的人文学・社会科学

研究推進事業につい

て）課題設定に当たっ

ては、例えば、学術シ

ステム研究センター

の機能を更に活用し

たり、外部の意見を参

考にしたりするなど、

より適切な課題の設

定に努め、一層実効性

のある事業とするこ

とが重要である。ま

た、今後は、積極的に

その事業成果を社会

に発信していくこと

も併せて求められる。 
【文部科学大臣評価 
26 年度】 
 
・得られた成果の中に

は、社会的な波及効果

を及ぼすにはまだ時

間を要するものや、一

つのマイルストーン

を実現したに過ぎな

いものも少なくない

ことから、その関係を

丁寧に説明していく

取り組みを粘り強く

に実社会対応部会委員名簿を掲載した。 
－課題設定型研究テーマ：2 件 
－公募型研究テーマ：9 件 
 
 

■ グローバル展開プログラム（平成 25～28 年） 
・平成 25 年度に採択し、既に開始している 5 件の研究

テーマについては、委託業務実績報告書により研究の進

捗状況を確認するなどのフォローアップを行い、人文

学・社会科学の様々な分野を対象とした国際共同研究を

推進した。 
－課題設定型研究テーマ：2 件 
－公募型研究テーマ：3 件 
 

 
■ 領域開拓プログラム（平成 26～29 年） 

・平成 26 年度に採択し、既に開始している 12 件の

研究テーマについては、委託業務実績報告書により研究

の進捗状況を確認するなどのフォローアップを行い、諸

学の密接な連携や総合性を視野に入れた共同研究を推

進した。－課題設定型研究テーマ：2 件 
－公募型研究テーマ：10 件 

 
 

また、3 つのプログラムに共通して、以下の取組を行

った。 
 
・各プログラムの実施に当たっては、専門家による公正

な審査を実施するため事業委員会及び各プログラム毎

に部会を設置し、透明性・信頼性の確保及び適切 
かつ円滑な運営を図るとともに、外部有識者に加え学術

システム研究センターの知見を活用するため、同センタ

ー研究員を委員に任命している。 
 
・公募要領等の審査に係る基本的な情報の他、各プログ

ラムの採択研究テーマの研究概要及び概要図について

もホームページで情報を公開した。 
 
・円滑な事業実施の観点から、複数年の委託契約を締結

し、研究費の年度間繰越を認め、研究の進捗状況に応じ

て研究費を執行できる弾力的な経費執行の促進に努め

た。 
 
 
 

英文による研究成果報告書の書籍化を

年度計画に掲げ、ハーバード大学に所属

する外部有識者の見解を得ながら本調

査研究の成果の中から海外発信に最適

なものを選出し、編集等を行うととも

に、研究成果の英訳に取り組むなど必要

な準備を進め、翌年度の英文出版に道筋

をつけた。このことにより、中期計画を

超えた積極的な情報発信に取り組んだ

ことが認められる。 
以上のことから、本項目は、中期計画に

おける所期の目標を上回る成果が得ら

れていると認められるため、評定を A と

する。 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜根拠＞ 
・平成 26 年度までに実施した調査研

究の成果の概要を「東日本大震災学
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② 東日本大震災学術

調査 
平成 23 年 6 月の東日

本大震災復興構想会

議決定「復興構想 7
原則」を踏まえ、東日

本大震災に関する国

内外の記録を学術関

係者により幅広く科

学的に分析し、その教

訓を次世代に伝承し、

発信するために、関係

機関の有機的連携に

配慮しつつ、人文・社

会科学を中心として

歴史の検証に耐えう

る学術調査を実施す

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②東日本大震災学術

調査 
平成２６年度まで

に実施した東日本大

震災がもたらした社

会システムへの被

害・影響とその復旧過

程の記録・検証及び学

術的に貴重な資料の

収集を行った本事業

における調査研究の

成果を書籍化するこ

とにより社会に発信

する。併せて、研究成

果の国際的な情報発

信を目的として英文

による成果報告書の

書籍化に必要な準備

を行う。 

継続していく必要が

ある。【外部評価委員

指摘 25 年度評価】 
 
・課題設定による先導

的人文学・社会科学研

究推進事業は人文学、

社会科学の振興を図

る上で極めて重要な

取組であり、長期的な

視点に基づき、それぞ

れのプログラムを相

補的に発展させるこ

と が 期 待 さ れ る 。

【JSPS 部会 25 年度

評価（全体）】 
 
・東日本大震災学術調

査において、今後はい

かに研究成果をとり

まとめるかで事業の

真価が問われるであ

ろう。調査研究班のみ

ならず、総合調整班の

総力を結集し、総合的

な視点から研究成果

をとりまとめ、国民の

負託に応えてもらい

たい。また、大規模災

害からの復興・復旧

は、我が国だけの課題

ではなく、その成果は

諸外国にも大いに参

考となるため、研究成

果の国際的な情報発

信に関して何らかの

諸施策を講じられる

ことを期待したい。

【JSPS 部会 25 年度

評価】 

 
 
 
【東日本大震災学術調査】 
・平成 27 年度は平成 24 年度から平成 26 年度までに行

ってきた東日本大震災がもたらした社会システムへの

被害・影響とその復旧過程の記録・検証に関する調査研

究の成果を取りまとめ、国内外に広く発信するための取

り組みを行った。具体的には以下の通りである。 
 
・平成 26 年度までに実施した調査研究の成果をもとに、

総合調整班による調整を経て、東日本大震災学術調査委

員会において、本調査の成果の概要をまとめた「東日本

大震災学術調査報告書」を完成させた。さらに、当該報

告書については、本会のホームページで公開し、国民に

広くわかりやすい形で発信した。 
・東日本大震災に関する国内外の記録について、学術関

係者が調査項目ごとに幅広く科学的に調査・分析した成

果を、震災の教訓を次世代に伝承し社会に発信するた

め、8 つの分野（※）ごとに詳細にまとめ、シリーズ本

として刊行することとし、平成 27 年度は、原稿をすべ

て完成させ、そのうち 7 冊について刊行された。その結

果、各巻平均して約 110 の大学図書館が購入し、閲覧に

供しており、今後、学術研究機関での活発な震災に係る

研究教育により、国民の安心・安全という大きな波及効

果が期待される。さらに、実務で参考に資するために、

震災が起こった自治体等に配布した。 
 
※8 分野（①「行政・地方自治」、②「科学技術と政治・

行政」、③「マクロ経済」、④「環境経済・災害」、⑤「地

域と絆」、⑥「国際関係」、⑦「メディア・ネットワーク」、

⑧「政治・政策」 
・①「行政・地方自治」に関しては、10 名の研究者の

もと調査研究が行なわれ、書籍（338 ページ）にまとめ

た。 
・②「科学技術と政治・行政」に関しては、15 名の研

究者のもと調査研究が行われ、書籍（387 ページ）にま

とめた。 
・③「マクロ経済」に関しては、20 名の研究者のもと

調査研究が行われ、書籍（290 ページ）にまとめた。 
・④「環境経済・災害」に関しては、11 名の研究者の

術調査報告書」として取りまとめ、

ホームページで公開し、国民に広く

わかりやすく発信するとともに、東

日本大震災に関する国内外の記録に

ついて、学術関係者が科学的に調

査・分析した成果を、分野ごとに詳

細にまとめ、そのうち既に 7 冊を書

籍という形で、社会に発信したこと

は高く評価できる。また、各巻平均

して約 110 の大学図書館が購入し、

閲覧に供していることは高く評価で

きる。 
さらに、調査研究の成果の発信につ

いて、国内向けの発信にとどまらず、

中期計画にはない「英文による研究

成果報告書の書籍化」を年度計画に

加え英文編集委員とハーバード大学

に所属する外部有識者の見解を参考

にして、本調査研究の成果から海外

発信するのに最適なものを選出、編

集等を行い、英文出版に道筋を付け

たことは高く評価できる。 
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もと調査研究が行われ、書籍（310 ページ）にまとめた。 
・⑤「地域と絆」に関しては、13 名の研究者のもと調

査研究が行われ、書籍（326 ページ）にまとめた。 
・⑥「国際関係」に関しては、4 名の研究者のもと調査

研究が行われ、書籍（324 ページ）にまとめた。 
・⑦「メディア・ネットワーク」に関しては、6 名の研

究者のもと調査研究が行われ、書籍（304 ページ）にま

とめた。 
・⑧「政治・政策」に関しては、15 名の研究者のもと

調査研究が行われ、書籍化するための原稿をとりまとめ

た。 
分野 書籍名 編者 
①  震災後の自治体ガバナ

ンス 
小原隆治（早稲田大

学） 
稲継裕昭（早稲田大

学） 
②  
 

福島原発事故と複合リ

スク・ガバナンス 
城山英明（東京大学） 

③  震災と経済 齊藤誠（一橋大学） 
④  被害・費用の包括的把

握 
植田和弘（京都大学） 

⑤  
 

復旧・復興へ向かう地

域と学校 
青木栄一（東北大学） 

⑥  
 

大震災・原発危機下の

国際関係 
恒川惠一（政策研究

大学院大学） 
⑦  
 

震災から見える情報メ

ディアとネットワーク 
池田謙一（同志社大

学） 
・英文書籍を出版する出版社との事前調整にあたって

は、上記 7 冊の書籍が学術的・社会的意義が大きいと認

められたことによって、英文出版にかかる必要な準備を

進めることが可能となった。具体的には、英文編集委員

とハーバード大学に所属する外部有識者の見解も参考

にして本調査研究の成果の中から海外発信するのに最

適なものを選出、編集等を行った。その後、研究成果の

英訳にとりかかり、書籍化に必要な準備を行った。 
 

 
４．その他参考情報 
特になし 

  



【27 年度評価】項目別-52 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－３ 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（３）研究拠点の形成促進 

当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
政策目標７ 科学技術・学術政

策の総合的な推進 
施策目標７－３ 科学技術シス

テム改革の先導 

関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 
「27 事前分析表」 
施策目標７－３ 科学技術システム

改革の先導 
「27 行政レビューシート」 
未確定 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（「第 4 期科学技術基本計画」、「科学技術イノベーション総合戦略 2015」、「J－ファイル 2014」等における優れた研究環境、高い研究水準を維持する世界トップ

レベルの拠点の形成、国際的なネットワークの強化、世界の頭脳の獲得等、これら事項の達成のため、本法人における世界トップレベル研究拠点プログラム受託事業が主要な

役割を果たしている。） 
難易度：「高」（世界トップレベル研究拠点プログラム事業は我が国が科学技術分野において世界をリードしていくために不可欠な事業であり、毎年度各 9 拠点の進捗状況評価

のための現地視察、また大学の学長、学長経験者、ノーベル賞受賞者、産業界、そして著名外国人有識者を含む世界トップレベル研究拠点プログラム委員会においてのフォロ

ーアップ（進捗状況の評価）を英語により調整、開催するという運営業務とともに、それらの業務を通じて、本プログラムの在り方、問題点等に関する分析・考察等の調査を

行うという非常に困難な業務を実施する必要があるため。） 
参考 URL 世界トップレベル研究拠点プログラム http://www.jsps.go.jp/j-toplevel/index.html 
 
 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

プログラム委員会 
外国委員／全委員 
※( )は割合 

 
6/18 人 

(33.3％) 
6/17 人 
(35.3%) 

6/16 人 
(37.5%) 

5/15 人 
(33.4%) 

  

決算額（千円） 142,693 153,498 136,971 

  

拠点作業部会 
外国委員／全委員 
※( )は割合 

 
18/45 人 
(40.0％) 

27/67 人 
(40.3%) 

26/65 人 
(40.3%) 

24/61 人 
(39.3%) 

  

従事人員数 51 51 48   

注）決算額は支出額を記載。    
  

今野委員 

佐分委員 



【27 年度評価】項目別-53 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び外部評価委員による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

(3) 研究拠点の形成促

進 
学術の中心である

大学に対し、それぞれ

の特徴とミッション

に対応した支援が適

切に行われ、大学の研

究力が向上するよう、

国が示す大学改革の

方向性を踏まえた取

り組みを行う。 

(3) 研究拠点の形成促

進 
国の助成事業のう

ち研究拠点の形成を

目的とするものにつ

いて、振興会の有する

審査・評価に関する知

見が活用できる場合

には、審査・評価実施

機関として選定され

るように努める。審

査・評価の実施に当た

っては国の定めた制

度・方針に従うととも

に、以下の取組を行

い、審査・評価の公正

さ、透明性、信頼性を

確保する。 
・審査・評価を担う委

員会の設置 
・審査に関する情報の

公表 
・利益相反に配慮した

審査の実施 
・審査・評価終了後の

委員名の公表 
・評価結果等の公表 

また、国の事業実施

期間に応じて審査・評

価業務を実施するこ

とにより継続性を確

保しつつ、実効性のあ

る審査・評価を行う。 

(3) 研究拠点の形成促

進 
高いレベルの研究者

を中核とした研究拠点

構想を集中的に支援

し、優れた研究環境と

高い研究水準を誇る

「目に見える拠点」の

形成を目的とした国の

助成事業である「世界

トップレベル研究拠点

プログラム（WPI）」に

ついて、委員会を開催

し、評価・管理業務を

行う。なお、業務の実

施に当たっては、国の

定めた制度・方針を踏

まえ、プログラムを担

当する PD 及び拠点ご

との PO を配置し、専

門的な観点からプログ

ラムの進捗状況を管理

する。 
平成 27 年度は、平成

19 年度に採択された５

拠点、平成 22 年度に採

択された 1 拠点及び平

成 24 年度に採択され

た 3 拠点のフォローア

ップを行い、その結果

はホームページで公表

する。なお、各拠点の

フォローアップは外国

人研究者の参画を得て

国際的な視点で実施す

る。 

＜主な定量的指標＞ 
・プログラム委員会の

外国委員の参画 
 
・拠点作業部会の外国

委員の参画 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 
 国の定めた制度・

方針に従った評価 
 評価の公正さ、透

明性、信頼性の確

保 
 積極的な情報発信 
について質の高い成

果（内容）であると

の評価を得る。 

中期計画の項目（達成すべき成果を含む）に

ついて、中期計画通りに着実に推進した。特に、

以下の実績を上げた。 
【研究拠点の形成促進】 
・国の定めた制度・方針を踏まえ、プログラム

を担当する PD 及び拠点ごとの PO を配置し、

専門的な観点からプログラムの進捗状況を管

理するとともに、世界トップレベル研究拠点プ

ログラム委員会を 3 回開催し、評価・管理業務

を行った。 
・各拠点のフォローアップは、プログラム委員

会及び拠点作業部会において、いずれも構成メ

ンバーの 30％以上の外国委員の参画を得て、

国際的な視点で実施した。 
●世界トップレベル研究拠点プログラム委員

名簿（27 年 10 月現在） 
生駒 俊明 キヤノン株式会社特別顧問 
石田 寛人 金沢学院大学名誉学長 
井村 裕夫（委

員長） 
公益財団法人先端医療振興

財団名誉理事長 
大垣 眞一郎 公益財団法人水道技術研究

センター理事長 
木村 孟 独立行政法人 大学評価・学

位授与機構顧問 
黒川 清 政策研究大学院大学客員教

授 
小林 誠 独）日本学術振興会学術シス

テム研究センター所長 
永井 良三 自治医科大学学長 
中村 道治 国立研究開発法人 科学技

術振興機構顧問 特別主監 
野依 良治 国立研究開発法人 科学技

術振興機構 
研究開発戦略センター長 

ロバート・エイ

マー 
フランス原子力庁上級顧問 

リタ・コールウ

ェル 
メリーランド大学名誉教授 

リチャード・ダ

ッシャー 
スタンフォード大学特任教

授 
イアン・ハリデ

イ 
エディンバラ大学名誉教授 

チュアン・ポ

ー・リム 
シンガポール科学技術研究

庁長官 

評定 A 評定 Ｂ 
＜根拠＞ 
・国の定めた制度・方針を踏まえた

PD・PO 体制により、進捗状況管理

及び審査・評価・管理業務を外国人

研究者の参画を得て国際的な視点で

着実に実施した。特に、ノーベル賞

受賞者を含む高いレベルのプログラ

ム委員会及び拠点作業部会のいずれ

も外国委員の構成比率を 30％以上で

実施したことは量的な観点からも高

く評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定に至った理由＞ 
国の助成事業である「世界トップレベ

ル研究拠点プログラム（WPI）」について、

世界トップレベル研究拠点形成に係る調

査分析業務（事業の評価会の運営、拠点

の進捗状況管理、広報業務等）を受託し

ている日本学術振興会において、各拠点

の現地視察の実施及びプログラム委員会

の開催を着実に行った。加えて、本プロ

グラムの成果及び課題について評価を行

うため、各国の REI 政策の調査分析を行

った上で、各国の REI 政策の関係者の参

画を得て、REI 国際ワークショップを開

催し、プログラム委員会が事業の将来構

想をとりまとめるにあたっての有益な情

報を提供した。 
また、プログラム委員会及び作業部会

において、外国委員の構成比率を 30％以

上担保し、アウトリーチ活動においては、

ＡＡＡＳへの出展などを行った。 
以上より、本項目は、中期計画におけ

る所期の目標を達成していると認められ

るため、評定をＢとする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
評価・フォローアップや広報等に係る

一連の業務について、これまでの経験を

踏まえ、業務改善に向けた課題を抽出し、

改善方法を国へ提示することが期待され

る。 
 

＜その他事項＞ 



【27 年度評価】項目別-54 
 

プログラム委員名簿及び各拠点作業部会委員

名簿については、HP で公開している。 
 
 
 
＜フォローアップ＞ 
・「世界トップレベル研究拠点プログラム委員

会規程」に基づき、以下のとおり拠点構想進捗

状況の把握と適切な管理を実施した。また、フ

ォローアップにおいては、各委員の利益相反に

配慮した。 
▷平成 19 年度採択拠点 
PD・PO による現地視察を行い、進捗状況や

補助 
金による支援期間終了後の拠点構想につい

てヒアリングを行い、フォローアップ結果と

して、各拠点の改善すべき点等をとりまとめ

た。 
また、平成 28 年度で支援期間が終了し、最

終評価を実施する予定である 4 拠点につい

て、最終評価の評価基準、手順等の案を PD・

PO、文部科学省と協議の上、プログラム委

員会において決定した。これに基づき、報告

書様式（英語版、日本語版）を作成した。 
▷平成 22 年度採択拠点 
PD・PO による現地視察を行い、中間評価で

の指摘事項に対する対応を含む進捗状況に

加え、中間評価後の拠点構想、ホスト機関の

支援等についてヒアリングを行い、フォロー

アップ結果として、各拠点の改善すべき点等

をとりまとめた。 
▷平成 24 年度採択拠点 
PO を中心とした拠点作業部会による現地視

察、及びプログラム委員会等によるヒアリン

グを経て拠点の進捗状況等を確認し、フォロ

ーアップ結果として、各拠点の改善すべき点

等をとりまとめた。 
また、平成 28 年度に発足 5 年目を迎え、中

間評価を実施する予定である 3 拠点につい

ては、中間評価の評価基準、手順等案を PD・

PO、文部科学省と協議の上、プログラム委

 
 
 
 
 
 
 
・PD・PO による現地視察を行い、

進捗状況等を把握し、各拠点の改善

すべき点等をとりまとめ、提示した

ことは評価できる。また、次年度に

向けて最終評価及び中間評価の手順

等を決定する等、適切な管理を行っ

たことは評価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【27 年度評価】項目別-55 
 

員会において決定した。これに基づき、中間

評価用自己点検報告書様式（英語版・日本語

版）を作成した。 
▷ 改善すべき点等を各拠点に通知した。（対

応状況について次年度のフォローアップ時

に評価し、その結果を公表予定）。 

 
フォローアップ結果英文版（正本） 
https://www.jsps.go.jp/english/e-toplevel/dat
a/08_followup/FY2014Reports/2015_WPI_Re
port_E.pdf 
フォローアップ結果和文版（仮訳） 
https://www.jsps.go.jp/j-toplevel/data/08_foll
owup/H27Reports/2015_WPI_Report_J.pdf 
 
・WPI プログラムの将来構想をまとめるため、

本プログラムの検証作業を行った。平成 19 年

度採択拠点に関する基本的なデータをまとめ

るとともに、世界の REI(Research Excellenc
e Initiative)政策を調査分析し、プログラム委

員会の開催にあわせ、REI 国際ワークショップ

を開催することにより、補助金交付期間終了後

拠点のフォローアップ方針、新規の WPI 拠点

の採択の必要性について検討した。また、その

検討結果については、プログラム委員会におい

て、以下の結論を得た。 
１．WPI プログラムの継続 

 平成 19 年度採択拠点は”World Premier 
Institute”を樹立 
 WPI プログラムは、ミッションと支援ス

キームを再設定し、継続。 
 WPI プログラムは、拠点の”代謝“により、

さらに推進。 
 平成 29 年度に新規拠点公募 

２．補助金支援期間終了拠点への支援 
 ホスト機関長は、自助努力によって、各

WPI 拠点を維持することを約束。 
 WPI 拠点が達成した卓越性に鑑み、補助

金支援期間終了拠点に対し、何らかの支援

スキームを整備し、WPI ブランドを維持。 
 WPI 基準を満たした拠点によって構成さ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・WPI プログラムを適切に評価し、

将来計画を検討するにあたり、REI
政策を実施する国のデータを分析

し、さらに担当機関から直接聞き取

り調査を行った分析結果や REI 国際

ワークショップにおける議論をもと

に、プログラム委員会において、国

際的な観点からWPIプログラムの有

効性を高く評価する内容の将来計画

への提言を取りまとめたことは、評

価できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【27 年度評価】項目別-56 
 

れる”WPI Academy”または”WPI 
Association”システムの立ち上げ。 
 ”WPI Academy”または”WPI 

Association”システムは、定期的（例えば 3
年毎）に WPI 基準に沿った活動状況の評価

を受ける。 
（※WPI Academy”または”WPI Associ
ation”システムの詳細については、文部科

学省において現在検討中。） 
 

 
（アウトリーチ） 
・総合科学技術会議（現・総合科学技術・イノ

ベーション会議）の「『国民との科学・技術対

話』の推進について（基本的取組方針）」に基

づき、拠点の広報戦略を作成・実施する担当者

によるアウトリーチ担当者会議を、平成 27 年

度も 3 回の会合を開催して情報を共有すると

ともに、9 拠点合同でシンポジウムを開催する

など、アウトリーチ活動の強化に努めた。毎夏

開催されているスーパーサイエンスハイスク

ール（SSH）年次大会への出展を平成 27 年度

より合同行事化し、出展した。 
 
・また、アメリカ科学振興協会（AAAS）年次

大会でブースを出展し、アメリカはじめ各国の

研究者、ジャーナリスト、学術機関関係者、一

般市民等に向けて拠点の研究活動を国際的に

発信した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・9 拠点合同でのシンポジウムにおけ

る広報活動の状況や、アメリカで開

催された AAAS への出展など、積極

的なアウトリーチ活動を実施したこ

とにより、WPI プログラムの国内外

への広報に大きく寄与しており、高

く評価できる。 
 
 
 

 
 
４．その他参考情報 
特になし 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ―２－４ 
２ 世界レベルの多様な知の創造 
（４） 先端研究助成等 

・最先端研究基盤事業 
当該事業実施に係る根

拠（個別法条文など） 
独立行政法人日本学術振興会法第 15 条 業務に関連する政策・施

策 
政策目標８ 基礎研究の充実

及び研究の推進のための環境

整備 
施策目標８－１ 学術の振興 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
該当なし 
 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：「高」（先端的な研究を集中的に推進するために国から交付される補助金により造成された「先端研究助成基金」等を活用し、総合科学技術会議が決定した運用方針を

踏まえた文部科学大臣が定める運用方針に基づき、我が国の先端的な研究の総合的かつ計画的な振興のために必要な助成・執行管理等を行うものであるため。） 

 
２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等（実績値） 達成目標 前中期目標期

間最終年度値 
H25 H26 H27 H28 H29  H25 H26 H27 H28 H29 

  

   

   
決算額（千円） 34,202,194 1,118,781 159 

  

従事人員数 51 51 48 
  

注）決算額は支出額を記載。    
  

植田委員 

瀬川委員 
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 ３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己点検評価及び外部評価委員による評価 
 

中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績・自己点検評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己点検評価 

 (4) 先端研究助成等 
（平成 21 年度補正予

算（第 1 号）等に係る

業務） 
将来における我が国

の経済社会の発展の基

盤となる先端的な研究

を集中的に推進するた

め、国から交付される

補助金により造成され

た「先端研究助成基金」

を活用し、総合科学技

術会議が決定した運用

に係る方針を踏まえた

文部科学大臣が定める

基金運用方針に基づ

き、我が国の先端的な

研究の総合的かつ計画

的な振興のために必要

な助成・執行管理を行

う。 
その際、研究資金の

多年度にわたる柔軟な

使用を可能とする。ま

た、若手・女性研究者

の先端的な研究に関す

る進捗管理を適切に行

う。 
併せて、先端的研究

の内容を広く公開する

活動に対して必要な助

成を行うとともに、若

手・女性等研究者が活

躍しうる研究基盤・研

究環境の充実・強化に

係る必要な手続きを行

う。 
 

(4) 先端研究助成等 
（平成 21 年度補正予算

（第 1 号）等に係る業務） 
将来における我が国の

経済社会の発展の基盤と

なる先端的な研究を集中

的に推進するため、先端

研究助成基金を活用し、

我が国の先端的な研究の

総合的かつ計画的な振興

のために必要な助成・執

行管理を行う。 
その際、研究資金の多

年度にわたる柔軟な使用

を可能とするなど、研究

計画等の進捗状況に即応

して、機動的・弾力的な

経費の支出を行うととも

に、基金を廃止する場合

における、国庫への納付

等の手続きに関する業務

を法令の定めるところに

従い、確実に実施する。

また、若手・女性研究者

の先端的な研究に関する

進捗管理を適切に行う。 
併せて、先端研究助成

基金による研究の内容を

広く公開する活動に対し

て必要な助成を行うとと

もに、国内外の若手・女

性等研究者が活躍しうる

最先端の研究基盤・研究

環境を充実・強化するた

めに助成したものに係る

額の確定等を行う。 

(4) 先端研究助成等 
・最先端研究基盤事業 
取扱要領等関係規程

を踏まえ、補助事業者

から提出される実績報

告書の確認や、必要に

応じて行う現地調査等

により、額の確定を行

う。 
 

＜主な定量的指標＞ 
 
 
＜その他の指標＞ 
・着実かつ効率的な運

営により、中期計画の

項目（達成すべき成果

を除く）に係る業務の

実績が得られている

か。 
 
・中期計画における「達

成すべき成果」に向け

た取組は適切か。 
 外部評価において 

・ 先端研究助成業務

においては、確実

に額の確定を行

う。 
 先端研究助成基金

による研究の加

速・強化に関する

業務においては、

確実に額の確定を

行う。 
 最先端研究基盤事

業においては、実

地検査を経た額の

確定の実施と前年

度からの繰越があ

った場合の確実な

事務処理を行う。 
について質の高い成果

（内容）であるとの評

価を得る。 
 
 

中期計画の項目（達成すべき

成果を含む）について、中期計

画通りに着実に推進した。特

に、以下の実績を上げた。 
 
【最先端研究基盤事業】 
・取扱要領等関係規程に基づ

き、補助事業が完了した補助事

業者から提出された実績報告

書の内容確認及び現地調査を

行い、補助事業者の交付決定の

内容及び交付条件に適合する

かを確認し、交付した補助金の

額の確定を適切に行った。 
 

評定 B 評定      Ｂ 
＜評定と根拠＞ 
（最先端研究基盤事業） 
・補助事業が完了した事業について、

提出された実績報告書の確認や現地

調査を通じて、補助金の額の確定業務

を実施しており着実な事業実施は評

価できる。 
 

＜評定に至った理由＞ 
 平成 27 年度は、前年度補助事業が完

了した最先端基盤事業において、取扱要

領等関係規程に基づき、補助事業者から

提出された実績報告書の確認や現地調

査等を通じて額の確定を行い、着実に事

業を実施したことが認められる。 
 以上のことから、本項目は、中期計画

における所期の目標を達成していると

認められるため、評定を B とする。 
 
＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善

方策＞ 
 特になし。 
 
＜その他事項＞ 
 特になし。 
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４．その他参考情報 
特になし 
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